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日本の高齢化対策の国際発信に関する研究 

        
研究代表者  近藤 尚己 （東京大学大学院医学系研究科） 

 

 
＜分担研究者＞  
近藤克則  千葉大学・予防医学センター・

教授/国立長寿医療センター・

老年学評価研究部･部長  
尾島俊之  浜松医科大学･医学部･教授  
相田潤  東北大学･大学院歯学系研究

科･准教授  
斉藤雅茂  日本福祉大学・社会福祉学部・

准教授  
 
Ａ．研究目的  
 世界保健機関（WHO）が 2015 年に出

版した高齢化に関するレポート：World 
Report on Ageing and Health では、高齢者

の多様性への対応・格差・差別（エイジ

ズム）・社会変化・高齢者の権利等に着

目し、今後の高齢化対策の指針が示され

た。WHO はまた、2020 年を目標として

「高齢化と健康に関する世界戦略と行動

計画」の策定を進めている。  
日本は高齢者保健に関して先進的な取

り組みをしてきた。公的介護保険制度や

後期高齢者医療制度、最近では地域包括

ケアシステムの推進、認知症施策総合戦

略の策定などである。ところが、言語等

の壁によりその経験や制度、政策に資す

るエビデンスはあまり諸外国に知られて

おらず、WHO をはじめとした国際機関

におけるプレゼンスも高いとは言い難

い。  
これまで、全国約 30 の自治体と連携

して日本老年学的評価研究（JAGES）を

進めてきた。この研究を基盤として日本

の高齢者保健、特に介護予防や健康格差

研究要旨 
世界保健機関（WHO）が進める Healthy Ageing の世界戦略をはじめとした、高齢者保健にむ

けた世界的な動きが加速している。世界で先駆けて高齢化を迎え、その対応のためのシステムを

つくってきた日本からの発信を増やし、世界の施策に貢献すること、また世界的な動向から日本

が学ぶべきことを理解し日本の施策への実装の一助とすることを目的とした。WHO Clinical 

Consortium on Healthy Ageing 委員に就任し、関連する活動に従事した。WHO の出版した Integrated 

Care for Older People (ICOPE)における、地域資源の活用や行政・市民・研究を連携づけるガバナ

ンスの視点での課題点を抽出し、レビュー論文として出版した。日本国内の高齢者の健康格差に

関する英文書籍を出版する。台湾での国際カンファレンスにおいて日本の認知症対策について

報告した。日本公衆衛生学会でのシンポジウム「高齢化する世界：日本からの国際発信と世界か

らの学び」を開催した。東日本大震災とソーシャル・キャピタルについて文献レビューし英文書

籍として出版する。地域コミュニティの環境と高齢者の健康に関する研究成果や、その評価のた

めの研究プロジェクトのウェブサイト、研究者向けデータ活用てびき資料等を英語化してオン

ラインで公表した。 
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対策の面で研究と実践を行ってきた。

JAGES により、地域づくり型の介護予防

施策や行政保健師のスキル育成法に関す

る実証研究や、地域における官民参加型

研究を推進し、上記 WHO レポートの作

成に貢献した WHO 神戸センターと共同

してきた。そのノウハウや成果は「地域

包括ケア見える化システム」の参考とさ

れ、また、日本医療開発研究機構「介護

予防活動のための地域診断データの活用

と組織連携ガイド」等の研究班出版物と

して発信された。  
本研究は、上記のような申請者らの実

績と専門性を生かして日本の高齢者保健

に関する施策や取り組み、政策に資する

エビデンスをレビューして国際的に発信

するとともに、海外の研究チームや実務

機関との連携を深めることで、高齢化に

関する世界的な取り組みに貢献すること

を目的とした。  
 

Ｂ．研究方法  
 2 年目の H30 年度は、WHO・アジ

ア諸国との連携と国際的アジェンダへの

貢献（近藤尚己）、高齢者の健康の社会

的決定要因の現状に関するエビデンスの

国際発信（近藤克則）、認知症ケアに向

けた環境整備のあり方についての国際発

信（尾島）、災害時の高齢者対策につい

ての発信（相田）、国内の大規模調査

JSGES のエビデンスの国際発信（斉藤）

を行った。  
 
（倫理面への配慮）  
個人を対象とする調査ではないため、

倫理審査の対象外である。   
 

Ｃ．研究結果と考察  
１．Healthy Ageing 戦略への日本の貢献

可能性と課題の整理（担当：近

藤尚己）  
 地域包括ケアの推進にかかわるエビデ

ンスや概念を国際的に普及するための取

り組みを進めた。また、国際的な動向か

ら日本が学ぶべき事項として H29 年度に

整理した結果から、ageism 対策や社会的

処方の推進等を国内の高齢者保健施策に

位置づけるべく国内での普及に努めた。  
具体的には、WHO・Global Strategy 

and Action Plan on Ageing and Health の推

進状況評価指標作成への参加、WHO 
Clinical Consortium on Healthy Ageing 委

員（social care 評価等へアドバイス）、

WHO の Integrated Care for Older People 
(ICOPE)の課題点を日本の経験に基づき

指摘した総説出版、国内の Healthy 
Ageing アジェンダの進捗状況評価レポー

ト作成、国内シンポジウムでの ageism
や社会的処方の紹介、国際支援機関との

連携によるアジア近隣諸国への地域包括

ケア普及可能性の検討等を行った。  
 
２．日本老年学的評価研究の国際発信に

向けた研究（担当：近藤克則）  
Non-communicable Disease（NCD）の

社会疫学と日本における健康政策等につ

いて、国際発信することを目的とした。

これらについての文献レビューを行い出

版した書籍『近藤克則編：健康の社会的

決定要因−疾患・状態別「健康格差」レ

ビュー。日本公衆衛生協会，2013』の英

語での出版を企画し、Springer 社に提案

した。審査の結果、同社からの Social 
Determinants of Health in Non-
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communicable Diseases: Case Studies from 
Japan と題する書籍として出版すること

となった。  
 
３．Age and Dementia Friendly Cities に

関する研究（担当：尾島俊之）  
高齢者と認知症の人にやさしいまちの

推進に資する評価指標や日本における取

り組み等について、国際健康都市会議に

おいて国際的な情報発信を行った。ま

た、シンポジウム「高齢化する世界：日

本からの国際発信と世界からの学び」を

ＷＨＯの協力を得て行った。「地球規模

の高齢化における WHO の取り組み」、

「世界に貢献できる日本の地域包括ケア

の取り組み」、「エイジズム（年齢差別）

と社会的処方」、「日本と世界での認知症

にやさしいまちづくりの取り組み」の報

告を行った。  
 
４．災害のフェーズと高齢者における健

康の社会的決定要因：国際発信

に向けた実証とエビデンスのレ

ビュー（担当：相田潤）  
災害時の対応は世界的な公衆衛生課題

であり、世界の高齢化を迎え、高齢者へ

の対応法の普及が喫緊の課題となってい

る。災害時は、防波堤などのハードによ

る対策だけでなく、人々の協力などのソ

フト面での対策の必要性が言われてい

る。そこでソーシャル・キャピタルが災

害対策に有効かどうか文献をレビューし

た。その結果、震災の発生前から発生後

の復興期に至るまで、ソーシャル・キャ

ピタルは災害の被害を減少させたり、復

興を早めるために大切な役割を担ってい

ると考えられた。災害前の近隣住民のつ

ながりを壊さない集団移転や、仮設住宅

内での交流や社会参加をうながす活動が

被災者の健康に貢献していると考えられ

た。一方で、ジェンダー面での配慮によ

りソーシャル・キャピタルの負の影響を

除くことも必要だと考えられる。  
2019 年内に英国の出版社から、日本に

おける健康の社会的決定要因に関する書

籍を出版する予定であり、その中の 1 章

で本研究の知見を報告する。  
 

５．JAGES プロジェクトによる大規模縦

断研究に基づく高齢者の健康長

寿の関連要因に関する主要な知

見（担当：斉藤雅茂）  
主に JAGES の知見を整理し、心理・

精神的健康や口腔の状態だけでなく、社

会参加や社会関係・ソーシャルサポー

ト、ライフコースを通じた社会経済的地

位、居住地域の市民参加や社会的凝集

性、互酬性などのソーシャル・キャピタ

ルが高齢者の健康長寿と関連しているこ

とを確認してきた。これを受け、本年度

は国際発信のためにそれらをまとめたス

ライドセットの英文翻訳および英文での

レポートを公表し、2018 年度に公表され

た論文をレビューした。  
追加のレビューからは、週７回以上の

浴槽入浴習慣がある高齢者の間で要介護

リスクが有意に低いこと、近隣に食料品

店が少ないと認識している人の間で死亡

リスク 1.6 倍程度高い傾向にあること、

テレビの健康番組を見る女性の間で死亡

率が 10％程度低い傾向にあること、ライ

フラインサービス停止経験など物的・環

境的な貧困は 1.7 倍死亡リスクを上昇さ

せうること、自治体の都市度を問わない
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全国版「要支援・要介護リスク評価尺

度」が開発されたことなどが新たに報告

されていることが確認された。  
これらは次年度に英語のプレスリリー

スとして出版する予定である。  
 

Ｄ．結論  
JAGES をはじめとした国内での研究成

果を、複数の国際学会、国連機関での会

議等の場、英文の論文やモノグラフ、書

籍等で発信した。アジアへの展開の可能

性が具体化するなど、期待以上の進展も

あった。  
最終の令和元年度は、これらの出版物

や海外での議論の場を活用して一層の普

及を図る。今後 health ageing の枠組みが

普及する中で、国内の政策も国際的な動

向に対応していく必要が見込まれる。国

際動向を国内へ発信する取り組みを引き

続き行う。また、各国の研究者や実務機

関との交流を深め、特に JAGES のアジ

ア諸国への展開を模索する。  
 
E．健康危険情報  
  該当なし。  
 
F．研究発表  

1．論文発表  
Saito J, Haseda M, Amemiya A, Takagi D, 

Kondo K, Kondo N. Community-based 
care for healthy ageing: lessons from 
Japan. Bull World Health Organ. 2019;in 
press. 

Sato K, Viswanath K, Hayashi H, Ishikawa 
Y, Kondo K, Shirai K, Kondo N, 
Nakagawa K, Kawachi I. Association 
between exposure to health information 

and mortality: Reduced mortality among 
women exposed to information via TV 
programs. Soc Sci Med 2019;221:124-31. 

Saito J, Kondo N, Saito M, Takagi D, Tani 
Y, Haseda M, Tabuchi T, Kondo K. 
Exploring 2.5-Year Trajectories of 
Functional Decline in Older Adults by 
Applying a Growth Mixture Model and 
Frequency of Outings as a Predictor: A 
2010-2013 JAGES Longitudinal Study. J 
Epidemiol 2019;29:65-72. 

Kondo K, Rosenberg M, Kondo N, Cable N. 
Advancing universal health coverage 
through knowledge translation for 
healthy ageing: Lessons learnt from the 
Japan Gerontological Evaluation Study. 
Kobe: World Health Organization 2019. 

Amemiya A, Saito J, Saito M, Takagi D, 
Haseda M, Tani Y, Kondo K, Kondo N. 
Social Capital and the Improvement in 
Functional Ability among Older People 
in Japan: A Multilevel Survival Analysis 
Using JAGES Data. International 
Journal of Environmental Research and 
Public Health 2019;16:1310. 

Zaitsu M, Kawachi I, Ashida T, Kondo K, 
Kondo N. Participation in Community 
Group Activities Among Older Adults: Is 
Diversity of Group Membership 
Associated With Better Self-rated 
Health? J Epidemiol 2018;28:452-7. 

Tsuji T, Kondo K, Kondo N, Aida J, Takagi 
D. Development of a risk assessment 
scale predicting incident functional 
disability among older people: Japan 
Gerontological Evaluation Study. 
Geriatr Gerontol Int 2018;18:1433-8. 
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J Behav Nutr Phys Act 2018;15:101. 

Tani Y, Kondo N, Noma H, Miyaguni Y, 
Saito M, Kondo K. Eating Alone Yet 
Living With Others Is Associated With 
Mortality in Older Men: The JAGES 
Cohort Survey. J Gerontol B Psychol Sci 
Soc Sci 2018;73:1330-4. 

Sasaki I, Kondo K, Kondo N, Aida J, 
Ichikawa H, Kusumi T, Sueishi N, 
Imanaka Y. Are pension types associated 
with happiness in Japanese older 
people?: JAGES cross-sectional study. 
PLoS One 2018;13:e0197423. 

Saito T, Kondo N, Shiba K, Murata C, 
Kondo K. Income-based inequalities in 
caregiving time and depressive 
symptoms among older family caregivers 
under the Japanese long-term care 
insurance system: A cross-sectional 
analysis. PLoS One 2018;13:e0194919. 

Nagamine Y, Kondo N, Yokobayashi K, Ota 
A, Miyaguni Y, Sasaki Y, Tani Y, 
Kondo K. Socioeconomic Disparity in 
the Prevalence of Objectively Evaluated 
Diabetes Among Older Japanese Adults: 
JAGES Cross-Sectional Data in 2010. J 
Epidemiol 2018. Epub ahead of print 

Imai Y, Nagai M, Ohira T, Shirai K, Kondo 
N, Kondo K. Impact of social 
relationships on income-laughter 
relationships among older people: the 
JAGES cross-sectional study. BMJ Open 

2018;8:e019104. 
Honjo K, Tani Y, Saito M, Sasaki Y, Kondo 

K, Kawachi I, Kondo N. Living Alone or 
With Others and Depressive Symptoms, 
and Effect Modification by Residential 
Social Cohesion Among Older Adults in 
Japan: The JAGES Longitudinal Study. J 
Epidemiol 2018;28:315-22. 

Higuchi M, Suzuki K, Ashida T, Kondo N, 
Kondo K. Social Support and Access to 
Health Care Among Older People in 
Japan: Japan Gerontological Evaluation 
Study (JAGES). Asia Pac J Public 
Health 2018;30:425-36. 

Haseda M, Kondo N, Takagi D, Kondo K. 
Community social capital and inequality 
in depressive symptoms among older 
Japanese adults: A multilevel study. 
Health Place 2018;52:8-17. 

斉藤雅茂（2018）「〔特集：高齢者の健

康格差〕健康格差生成のプロセス；

JAGES縦断研究の結果から」『Aging 
& Health（公益財団法人 長寿科学振興

財団）』86：10-13.  
Saito Masashige (2019) Healty aging: IADL 

and functional disability. Kondo 
Katsunori (ed) Social Determinants of 
Health in Non-communicable  Diseases, 
Springer. (in press) 

Saito Masashige, Kondo Naoki, Oshio 
Takashi, Tabuchi Takahiro, Kondo 
Katsunori (2019) Relative Deprivation, 
Poverty, and Mortality in Japanese Older 
Adults: A Six-Year Follow-Up of the 
JAGES Cohort Survey. Int. J. Environ. 
Res. Public Health, 16(2): 182 

斉藤雅茂（2019）「市区町村担当職員向

け研修会の内容例」「住民向け研修会

の内容例」「ボランティア候補者向け

ワークショップの内容例」近藤克則編
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著『住民主体の楽しい通いの場づく

り；地域づくりによる介護予防進め方

ガイド』日本看護協会出版会（印刷

中）  
 
（書籍）Katsunori Kondo ed.: Social 

Determinants of Health in Non-
communicable Diseases: Case Studies 
from Japan. Springer Series on 
Epidemiology and Public Health. 
Springer Nature Singapore Pte Ltd. (in 
press) 

 
2．学会発表  

Toshiyuki Ojima (2018) Efforts for 
Population Aging including Age and 
Dementia-Friendly City in Japan. 2018 
International Healthy City Conference. 
Taoyuan (Taiwan), 26 June 2018. 

野崎慎仁郎、ローゼンバーグ恵美（2018）
「地球規模の高齢化におけるＷＨＯの

取組（シンポジウム 高齢化する世界：

日本から国際発信と世界からの学び）」

『第 77 回日本公衆衛生学会総会』．福

島県福島市．2018 年 10 月 25 日  
斉藤雅茂（2018）「世界に貢献できる日本

の地域包括ケアの取り組み（シンポジ

ウム 高齢化する世界：日本から国際

発信と世界からの学び）」『第 77 回日本

公衆衛生学会総会』．福島県福島市．

2018 年 10 月 25 日  
齋藤順子、近藤尚己（2018）「エイジズム

（年齢差別）と社会的処方（シンポジウ

ム 高齢化する世界：日本から国際発

信と世界からの学び）」『第 77 回日本公

衆衛生学会総会』．福島県福島市．2018
年 10 月 25 日  

尾島俊之（2018）「日本と世界での認知症

にやさしいまちづくりの取り組み（シ

ンポジウム 高齢化する世界：日本か

ら国際発信と世界からの学び）」『第 77
回日本公衆衛生学会総会』．福島県福島

市．2018 年 10 月 25 日  
相田潤．「岩沼プロジェクト：災害時のコ

ミュニティ・エンパワメント」．第 77 回

日本公衆衛生学会総会シンポジウム 14
参加型研究の最新動向：現場に即役立

つエビデンスづくりにむけて：（2018 年

10 月 25 日）  
 
G．知的財産権の出願・登録状況  
  （予定を含む）  

1．特許取得  
なし  

2．実用新案登録  
なし  

3．その他  
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地域包括ケアシステム等日本の高齢者保健施策の国際展開 

 
研究分担者 近藤 尚己（東京大学大学院医学系研究科健康教育・社会学分野） 

 

 
 
Ａ．研究目的 
世界保健機関（WHO）の高齢化戦略の動向 
 加速する世界レベルの高齢化に備え、

WHO はその対策のアジェンダづくりを進め

ている。2015 年に初の高齢化に関するレポ

ート：World Report on Ageing and Health を

出版した。このレポートでは、高齢者の多

様性への対応・格差・差別（エイジズム）・

社会変化・高齢者の権利等に着目し、今後

の高齢化対策の指針が示された。また、

2016 年の世界保健会合において、「Global 
strategy and action plan on ageing and health
（高齢化と健康に関する世界戦略と行動計

画）」が採用された。2020 年から 2030 年を

A Decade of Healthy Ageing（ヘルシーエイジ

ングの 10 年）と位置づけ、その開始までに

「個々人の機能（functional ability）を最大

化するためのエビデンスに基づく行動を起

こすこと」および「2020 年までに“A 
Decade of Healthy Ageing”を推進するために

必要なエビデンスとパートナーシップを構

築すること」を目標に掲げている 1。その一

環として、2017 年に Integrated care for older 
people（ICOPE）: Guidelines on community-
level interventions to manage declines in 
intrinsic capacity（高齢者のための包括ケ

ア：高齢者の内在的能力の低下を管理する

ためのコミュニティ介入ガイドライン） を
出版した 2。これまでに利用可能なエビデン

スのレビュー結果に基づき、functional 

研究要旨 
日本は世界に先駆けて高齢者保健施策を構築してきたが、その経験は十分に世界へ発信され

ていない。WHO の Healthy Ageing のアジェンダでは、integrated care が重視されている

が、これには日本が推進している地域包括ケアの概念やその普及方策が参考になると思われ

る。しかし、日本の知見はあまり引用されていない。そこで、地域包括ケアの推進にかかわる

エビデンスや概念を国際展開するための取り組みを進めた。また、国際的な動向から日本が学

ぶべき事項として H29 年度に整理した ageism 対策、社会的処方の推進等について、国内の高

齢者保健施策に盛り込むべく国内での普及に努めた。具体的には、WHO・Global Strategy 
and Action Plan on Ageing and Health の推進状況評価指標作成への参加、WHO Clinical 
Consortium on Healthy Ageing 委員（主に social care 評価へアドバイス）、WHO の

Integrated Care for Older People (ICOPE)の課題点を日本の経験に基づき指摘した総説出版、

国内の Healthy Ageing アジェンダの進捗状況評価レポート作成、国内シンポジウムでの

ageism や社会的処方の紹介、国際支援機関との連携によるアジア近隣諸国への地域包括ケア普

及可能性の検討等を行った。 
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ability を維持増進するために推奨できるケ

アを取りまとめたものである。 
 世界で最も速い高齢化を迎えている日本

では高齢者保健に関して先駆的な取り組み

と制度作りを進めてきた。公的介護保険制

度や後期高齢者医療制度、最近では地域包

括ケアシステムの推進、認知症施策総合戦

略の策定など、地域単位の介入を重視した

戦略を推進している。ところが、言語等の

壁によりその経験や制度、政策に資するエ

ビデンスはあまり諸外国に知られておら

ず、WHO をはじめとした国際機関における

プレゼンスも高くない。 
 さらに、独自のシステムを持っているが

ゆえに、WHO 等が推奨する対策ガイドライ

ン等に対する国内的な注目度は低い。 
 本研究班の昨年度の分担研究において文

献レビューを行った結果、「通いの場」づく

りなど、地域環境の整備に力点がシフトし

ている日本の状況に比べ、WHO の ICOPE
ガイドラインでは筋力低下への対応など、

二次予防的対応が中心であり、地域環境づ

くりや生活困窮者へ social care への対応が

現バージョンの ICOPE ガイドラインには盛

り込まれていないことが明らかとなった。 
 一方、ICOPE が依拠する Global strategy 
and action plan on ageing and health では

combat ageism（年齢差別に立ち向かう）が

強調されている。高齢者に対するステレオ

タイプ（虚弱・依存・負担など）、高齢者は

医療制度への負荷が高いという先入観、生

物学的な加齢速度の世界的な低下（今の 70
歳は以前の 60 歳よりも若い）、病気がない

ことがウェルビーイングとは言えない、義

務定年制は差別となる場合がある、といっ

た、これまで「高齢者」に関して抱かれて

いたイメージや“常識”、高齢者への制度な

どを見直し、対応すべきとしている。しか

し、日本では高齢者保健や地域包括ケアの

議論においてこれら年齢差別のトピックは

あまり話題となっていない。 
 ICOPE は 4 年ごとの見直しが計画されて

おり、次期見直しに向け、日本の経験をイ

ンプットすることが国際的な貢献となり得

ると思われる。また、ageism 対策等、国際

動向から学ぶべき事柄について、国内での

普及を進めることも求められている。さら

に、東南アジア地域など、今後急速に高齢

化を迎えることが知られている特定の地域

に絞り、日本の政策モデルの応用可能性を

探るアプローチも検討すべきと思われる。 
 
目的 
 そこで本分担研究事業では、主に ICOPE
改訂に向けて、日本の経験を国際発信し、

また高齢化が見込まれる国へとの連携によ

る高齢化対策の推進を図ること、そして国

際的な動向から学ぶべきことを国内の公衆

衛生施策に反映させるべく、普及を進める

ことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 国内外の各政府機関の委員やワーキング

グループメンバーとしての活動、シンポジ

ウム等での国際情勢の報告、意見論文およ

び書籍出版、国際的な活動の組織づくりに

向けた関係者との調整等を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 一次データを扱う研究ではなく、特段の

配慮は要しない。 
 
Ｃ．研究結果と考察 
①WHO Clinical Consortium on Healthy Ageing
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メンバーとしての活動 
 2017 年 6 月より参画している WHO 
Clinical Consortium on Healthy Ageing メンバ

ーとして、2018 年度は ICOPE 関連資料作成

に向けたメーリングリストやオンラインの

デルファイ法による social care 評価項目に

ついての調査参加、11 月のジュネーブでの

ICOPE ガイドライン作成に向けた会議への

参加等を行った。 
会議では、ICOPE の各評価項目のうち、

生活困窮や社会資源へのアクセスの有無

等、社会経済的リスクを評価する social care 
and support のチェックと対応を検討する議

論に重点的に加わった。日本の介護予防の

ための基本チェックリストや日本老年学的

評価研究（JAGES）の評価項目が応用でき

る可能性を見出した。 
 当日の会議では、日本の現在の高齢者保

健施策と WHO の Healthy Ageing アジェン

ダとの間に重要なコンセプト上の相違があ

ることが明らかとなった。具体的には、

WHO では高齢者の疾病や障害、虚弱（フレ

イル）等ではなく、一人ひとりが持つ「機

能」を評価して、必要な機能を支援や環

境、サービスにより補うというアプローチ

を基本としている点が特徴的である。身

体・精神・社会それぞれの機能について個

人を評価し、それをどうサポートする aid
を提供するかを考慮するアプローチである

1,3。これは現在日本で進められている医

学・医療モデルに基づくアプローチ（例え

ば「フレイル」の診断と対応）とは一線を

隔する。 
 

②論文・書籍出版 
2017 年度の本研究課題で実施し、2018 年

度報告書に記載した、ICOPE ガイドライン

における integrated care のアプローチと日本

の地域包括ケアシステムのアプローチの比

較結果を踏まえた論考を WHO の機関誌へ

投稿し、アクセプトされた 4。日本の介護予

防の取り組みにおいて、ハイリスクな高齢

者の抽出に苦慮し、通いの場等地域環境へ

アプローチするポピュレーションアプロー

チを取り入れた経緯を報告し、地域環境に

アプローチする integrated care の枠組み作り

の重要性を主張した（Box 1）。 
また、分担研究者らが取り組んできた、

JAGES における全国 30 自治体との地域包

括ケアシステム構築における、研究と実践

の間の双方の knowledge translation の経験を

まとめたモノグラフを WHO(神戸センター)
の支援を受け出版し、その普及を図った 5。 

 
③国内シンポジウム等での発信 
 第 77 回日本公衆衛生学会総会（2018 年

10 月 25 日・郡山市）において、シンポジ

ウム「高齢化する世界：日本からの国際発

信と世界からの学び」を企画した。報告内

容は以下の通り。 
 
1．「地球規模の高齢化における WHO の取

り組み」Megumi Rosenberg 
2.「世界に貢献できる日本の地域包括ケア

の取り組み」斉藤雅茂 
3．「Ageism と社会的処方：世界から学ぶべ

きこと」 齋藤順子・近藤尚己 
4．「日本と世界での認知症にやさしいまち

づくりの取り組み」尾島俊之 
 
 シンポジウムでの議論では、特に ageism
対策に日本では遅れがみられるとの意見に

対して多くの意見や追加の情報を求めるコ

メントが寄せられた。 
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④海外展開に向けた関係者との調整 

JAGES では、別の厚労科研および AMED
課題において、ミャンマーとマレーシアに

おける地域包括ケアの推進に向けた地域の

高齢者保健課題の評価と対応のプログラム

を実施している。これを基盤として、両国

でのプロジェクトの長期継続および周辺諸

外国への展開に向けて、国際協力や関連省

庁等との調整を始めた。 
 
Ｄ．結論 

引き続き国内、国外における普及を進め

る。今後は、完成したレポート、出版物、

英語版ツールを活用して高齢化対策のグロ

ーバル・アジェンダの作成や展開を進め、

また、評価の議論へ積極参加する。WHO－

ICOPE の改訂については、コンソーシアム

のメンバーとして日本の地域包括ケアシス

テム作りからの学びを生かし、国際社会に

貢献する活動を続ける。また、主にアジア

を中心に、周辺諸国との連携を深め、地域

包括ケアに代表される integrated care の推進

や関連研究の機会を模索する。 
 
【引用文献】 
1. World Health Organization. Website: 

Ageing and life-course: The Global 
strategy and action plan on ageing and 
health 
(http://www.who.int/ageing/global-
strategy/en/).  2018  [cited 2018; 
Available from: 
http://www.who.int/ageing/global-
strategy/en/ 

2. World Health Organization 
Department of Ageing and Life Course. 

Integrated care for older people: 
Guidelines on community-level 
interventions to manage declines in 
intrinsic capacity. Geneva: World 
Health Organization; 2017. 

3. WHO. International Classification of 
Functioning, Disability and Health- 
ICF. Geneva: World Health 
Organization; 2001. 

4. Saito J, Haseda M, Amemiya A, Takagi 
D, Kondo K, Kondo N. Community-
based care for healthy ageing: lessons 
from Japan. Bull World Health Organ. 
2019;in press. 

5. Kondo K, Rosenberg M, Kondo N, 
Cable N. Advancing universal health 
coverage through knowledge 
translation for healthy ageing: Lessons 
learnt from the Japan Gerontological 
Evaluation Study. Kobe: World Health 
Organization; 2019. 

 
Ｅ．研究発表 

1．論文発表 
Saito J, Haseda M, Amemiya A, Takagi D, 

Kondo K, Kondo N. Community-based 
care for healthy ageing: lessons from 
Japan. Bull World Health Organ. 
2019;in press. 

 
2．学会発表 

野崎慎仁郎、ローゼンバーグ恵美（2018）「地

球規模の高齢化におけるＷＨＯの取組（シ

ンポジウム 高齢化する世界：日本から国

際発信と世界からの学び）」『第 77 回日本

公衆衛生学会総会』．福島県福島市．2018
年 10 月 25 日 

http://www.who.int/ageing/global-strategy/en/)
http://www.who.int/ageing/global-strategy/en/)
http://www.who.int/ageing/global-strategy/en/
http://www.who.int/ageing/global-strategy/en/


13 
 

斉藤雅茂（2018）「世界に貢献できる日本の

地域包括ケアの取り組み（シンポジウム 

高齢化する世界：日本から国際発信と世界

からの学び）」『第 77 回日本公衆衛生学会

総会』．福島県福島市．2018 年 10 月 25 日 
齋藤順子、近藤尚己（2018）「エイジズム（年

齢差別）と社会的処方（シンポジウム 高

齢化する世界：日本から国際発信と世界か

らの学び）」『第 77 回日本公衆衛生学会総

会』．福島県福島市．2018 年 10 月 25 日 
尾島俊之（2018）「日本と世界での認知症に

やさしいまちづくりの取り組み（シンポジ

ウム 高齢化する世界：日本から国際発信

と世界からの学び）」『第 77 回日本公衆衛

生学会総会』．福島県福島市．2018 年 10
月 25 日 

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況  （予

定を含む） 
 
特になし
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BOX  Saito et al, Bull WHO (2019)の抄録  

Problem The long-term care prevention measures the Japanese government 
had introduced in 2006 were unsuccessful because of the failures to identify 
high-risk frai l  individuals and to obtain enough participants in the community 
prevention programme. 

Approach The Japanese government shifted from a high-risk strategy 
to a community-based population strategy in 2015, by reforming the Long-term 
Care Insurance Act. This act is focusing on community-based care and social 
determinants of health. The Act and the government’s plans for long-term care 
prevention are inspired by a social participation intervention called ikoino 

saron, that is gathering salons for people older than 65 years. These salons, 
managed by local volunteers, are held once or twice a month in communal 
spaces within walking distance and a low participation fee. At the gatherings, 
older people can meet and interact with others through enjoyable, relaxing and 
sometimes educational programmes.  

Local setting Japan has the world’s largest aging population, with 
27.7% (35.2 million/126.7 million) people older than 65 years. 

Relevant changes Studies have been estimated that participation in 
the salon was associated with almost 50% reduction in incidence of long-term 
care needs in older people and 30% reduction in the risk of the onset of 
dementia. Evidence also suggests that f inancial ly vulnerable older adults were 
more likely to participate in such interventions. In 2017, nearly 90% 
(1506/1741) of the municipalities used this intervention. 

Lessons learnt Integrated care for long-term care prevention should 
consider interventions targeting the community rather than only high-risk 
individuals. 
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Non-communicable Disease（NCD）の社会疫学と 

日本の健康政策の国際的な発信 

 

 

研究分担者 近藤 克則（千葉大学 予防医学センター  社会予防医学研究部門 教授/ 
国立長寿医療研究センター  老年学・社会科学研究センター 老年学評価研究部長）  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 

世界的な人口高齢者に伴い，途上国を含め，

国際的にNon-communicable Disease（NCD）に

関する関心が高まっている．また健康の社会

的決定要因を研究する社会疫学に関する書

籍も増えている．しかし，Non-communicable 
Disease（NCD）に関する社会疫学的な文献レ

ビューをまとめた形で出版された書籍はな

かった． 
また世界一の人口高齢化が進んだ国は日

本であり日本における健康政策への関心も

高まっている．日本でも，介護予防政策や健

康格差対策が進められそれなりの成果をあ

げてきた．しかし，それらが英語で読める情

報は限られている． 
我々は，近藤克則編：健康の社会的決定要

因−疾患・状態別「健康格差」レビュー．日本

公衆衛生協会，2013を出版していたが，学術

書としては珍しく増刷されるなど，国内で好

評を得ていた．これに加筆して英訳すれば，

上記の背景に相応しい書籍になりうると考

えた． 
本研究の目的は，国際的に関心高まってい

るNon-communicable Disease（NCD）の社会疫

学と日本における健康政策等について国際

発信することである． 
 
Ｂ．研究方法 
 書籍の企画書を作成し，近藤克則編：健康

の社会的決定要因−疾患・状態別「健康格差」

レビュー．日本公衆衛生協会，2013 を英訳し

たものを添え，Springer 社に企画提案をした．

同書に，その後の最新文献を加えること，世

界でもっとも高齢化が進んでいる日本にお

ける社会疫学研究や政策動向を加えること

などを英語版の編集方針として掲げた．

Springer Series on Epidemiology and Public 

研究要旨： Non-communicable Disease（NCD）の社会疫学と日本における健康政策等
について，国際発信することを目的とした．これらについての文献レビューを行い出
版した書籍『近藤克則編：健康の社会的決定要因−疾患・状態別「健康格差」レビュー．
日本公衆衛生協会，2013』の英語での出版を企画し，Springer社に提案した．審査の結
果，同社からの Social Determinants of Health in Non-communicable Diseases: Case Studies 

from Japan と題する書籍として出版することとなった． 
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Health の担当エディターを経由して，シリー

ズエディターの Dr. Wolfgang Ahren と Dr. Iris 
Pigeot の企画審査を受けた． 
（倫理面への配慮） 
 この分担研究では、個人を対象としたもの

ではないため，倫理審査申請等は行っていな

い．また、企業等との利益相反はない． 
 
Ｃ．結果と考察 
 シリーズエディターの二人の企画審査を

受けた結果 “the topic of the book is very 
interesting, therefore, they are very interested in 
having the book in their book series”とのこと

で，シリーズの 1 つとして出版することが

決定した． 
章構成は，以下のようにした． 

• Chapter 1. The Social Determinants of 
Health and Trends Concerning Health 
Inequality 

• Chapter 2. Problem Behaviors in Children 
• Chapter 3. Metabolic Syndrome 
• Chapter 4. Cancer 
• Chapter 5. Coronary Heart Disease 
• Chapter 6. Stroke 
• Chapter 7. Chronic Kidney Disease 
• Chapter 8. Diabetes 
• Chapter 9. Suicide 
• Chapter 10. Depression 
• Chapter 11. Dementia 
• Chapter 12. Falls and Related Bone 

Fractures 

• Chapter 13. Malnutrition in the Elderly 
• Chapter 14. Dental Diseases 
• Chapter 15. Life Course Epidemiology 
• Chapter 16. Social Capital and Health 
• Chapter 17. Access to Healthcare and Health 

Inequality 

• Chapter 18. Measures for Health Inequalities 
and Health Impact Assessment 

• Chapter 19. What Measures can be Taken 

against Health Inequality? – Focusing on the 
Actions of the WHO – 

 

• Appendix 1. Recommendations: Assessing 
and Reducing Social Inequalities in Health in 
Japan 

• Appendix 2. Monitoring Reports 
 

巻末には，日本学術会議の提言や日本公衆

衛生学会のモニタリングレポート，健康日本

21（第 2 次）など，日本における健康の社会

的決定要因や健康格差対策の学術的な動向

がわかる資料や解説を加えることにした．ま

た各章についても，日本における研究動向を

加えることとした． 
 より多くの読者を得るために，open access
できる形での出版形態とすることとした． 
 
Ｄ．結論 
 Non-communicable Disease（NCD）の社会疫

学と日本における健康政策等について国際

発信することを目的とした．これらについて

の文献レビューを行い出版した書籍『近藤克

則編：健康の社会的決定要因−疾患・状態別

「健康格差」レビュー．日本公衆衛生協会，

2013』の英語での出版を企画し Springer 社に

提案した．審査の結果，同社からの Social 
Determinants of Health in Non-communicable 
Diseases: Case Studies from Japan と題する書

籍として出版することとなった． 
 
Ｅ．研究発表 
（書籍：open access） 
Katsunori Kondo ed.: Social Determinants of 

Health in Non-communicable Diseases: Case 
Studies from Japan. Springer Series on 
Epidemiology and Public Health. Springer 
Nature Singapore Pte Ltd. (in press) 
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Ｆ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 
 特になし 
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Age and Dementia Friendly Cities 関連の国際的な発信 
 
 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学健康社会医学講座 教授） 

 
Ａ．研究目的 

日本の65歳以上の高齢者割合は、1995
年の14%、2018年の28%から、2065年に

は41%に達すると推計されており、世界

で最も高齢化が先行している国である。

長寿は喜ばしいことである一方で、高齢

化への対応は地球規模での共通の課題で

あり種々の取組が行われている。そのひ

とつとして、WHOは高齢者にやさしいま

ちづくりを推進し、定量的に進行管理を

行う枠組みが作られており、2007年に

Global Age-friendly Cities: A Guideが、

2015 年 に は Measuring the Age-
friendliness of CitiesがそれぞれWHOか

ら発行されている。 
そのような高齢化に伴い、認知症の人

も急速に増加している。厚生労働省の資

料によると、日本の認知症の人は、2012
年の462万人から、2025年には730万人、

さらに2060年には1154万人と推計され

ている。国際的にも同様の増加が見込ま

れており、World Alzheimer Report 2015
によると、世界の認知症の人は2015年に

4680万人であるものが、2050年には1億
3150万人になると推計されている。その

ような中、2001年にイギリスにおいて、

Dementia Friendly Community (DFC) 
Guideが発表されるなど、認知症にやさし

いまちづくりが進められている。 
我々は、別の厚生労働科学研究におい

て「高齢者と認知症の人にやさしいまち

（Age and Dementia Friendly Cities）」
の推進に資する国内版の評価指標を作成

している。本研究では、それを英訳し、国

際的議論の場でブラッシュアップして課

題を整理しつつ、国際発信していくこと

を目的とした。さらに、国際的にも高齢者

支援や認知症対策として優れた取組が行

われていることから、WHO等と連携して

それらを国内に紹介するとともに、国際

発信すべき日本の取組の整理を行い、国

内外の取組の活性化に資することを目的

とした。 
 
Ｂ．研究方法 

 高齢者と認知症の人にやさしいまち指

標作成や日本における高齢者及び認知症

の人への支援の取組等について、2018 年

6 月 26 日に台湾・桃園市で開催された

2018 International Healthy City 

研究要旨：高齢者と認知症の人にやさしいまちの推進に資する評価指標や日本におけ
る取り組み等について、国際健康都市会議において国際的な情報発信を行った。また、
シンポジウム「高齢化する世界：日本からの国際発信と世界からの学び」をＷＨＯの
協力を得て行った。「地球規模の高齢化におけるＷＨＯの取り組み」、「世界に貢献でき
る日本の地域包括ケアの取り組み」、「エイジズム（年齢差別）と社会的処方」、「日本
と世界での認知症にやさしいまちづくりの取り組み」の報告を行った。 
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Conference（国際健康都市会議）におい

て招待講演として情報発信し、意見交換

を行った。 
 また、国際的な取組等の国内発信とし

て、2018 年 10 月 25 日に福島市で開催さ

れた第 77 回日本公衆衛生学会総会にお

いて、シンポジウム「高齢化する世界：日

本からの国際発信と世界からの学び」を

WHO の協力を得て企画し、情報発信・意

見交換を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 この分担研究では、個人を対象とした

調査等は行っていない。また、企業等との

利益相反はない。 
 
Ｃ．結果と考察 

１．国際健康都市会議における発信 

 高齢者及び認知症の人にやさしいまち

づくりを含む日本における高齢化対策等

についての報告を行った。日本における

取り組みを振り返ると、1927 年の国民健

康保険制度の創設、1958 年の国民皆保険

制度、1963 年の老人福祉法、2000 年の

介護保険法と着実に進められてきた。認

知症対策については、1972 年に発表され

た有吉佐和子の小説『恍惚の人』とその映

画が大ヒットとなり、国民及び政府の意

識が高まり、本格的な認知症対策が開始

されるきっかけとなった。保健医療福祉

関係者の努力だけではなく、このような

文芸作品が社会を動かすための大きな力

となりうる実例である。 
 近年の介護費用の増大により、介護予

防に重点が置かれるようになった。自助、

互助、共助、公助のいずれかに頼るのでは

なく、それらのバランスを重視する制度

となっている。さらに具体的には地域包

括支援センターがマネジメントの実務を

担う地域包括ケアシステム、そして互助

による生活支援や介護予防が推進されて

いる。これらの地域に根ざした取り組み

は、高齢者にやさしいまちづくりの概念

と重なるものである。 
 認知症の人の増加に伴い、認知症予防

が推進されている。認知症予防には、一次

予防、二次予防、三次予防があり、今後は

介護予防のひとつとしての認知症の一次

予防や、認知症になっても安心して暮ら

すことができる三次予防をより一層推進

していく必要がある。我々の研究班では、

WHO の Age Friendly Cities (AFC)のガ

イドを参考に、認知症にやさしいまちづ

くりとして重要な点の検討を進めてきた。

その検討により、認知症への理解、共生、

受援力の 3 つを重要な要素として抽出し、

それぞれの評価指標を開発した。その分

析結果の一例として受援力に関して、物

忘れがひどくなってきている高齢者にお

いても、助けを求めることが恥ずかしく

ないと考えている人では抑うつ度スコア

が比較的良好であること、助けを求める

ことは恥ずかしくないと考える人の割合

が高い地域では自殺死亡率が低いこと、

また、スポーツ活動に参加する人が多い

地域では、助けを求めることが恥ずかし

くないと考える人が多いなどの結果とな

った。受援力は 2011 年の東日本大震災に

おいて、外部からの支援を積極的に受け

入れることの重要性が認識されて注目さ

れたが、高齢者や認知症の人の支援にお

いても、そのような概念が重要であるこ

とが検証された。 
 その他の、認知症対策としては、認知症

サポーターの養成が全国的に進められて
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おり、2018 年 3 月には全国の延べ養成人

数が 1000 万人を超えている。また、認知

症カフェ、認知症ＳＯＳネットワーク、認

知症の人と健常者が一緒にスポーツや音

楽を楽しむイベント、認知症の人の買い

物支援、認知症の人が行方不明になった

時に地域の人の協力で早期に支援できる

仕組み、認知症について手軽に学べるゲ

ームの開発などが行われている。さらに、

自動運転車の開発や認知症予防のための

ロボットの開発なども進められており、

今後の認知症にやさしいまちづくりにお

いて、情報通信技術の活用が期待される。 
 意見交換・情報交換においては、情報通

信技術の発展への関心の声が聞かれた。

また、地域包括ケアと同様のシステムづ

くりは台湾においても積極的に進められ

ている。この会議に引き続いての関連視

察では、趣味活動、共食、就労などについ

て非常に素晴らしい取り組みが行われて

いた。日本における今後の地域包括ケア

や認知症対策等において、一部の恵まれ

た高齢者や熱心な地域での取り組みにと

どまることなく、どこの地域のどのよう

な高齢者でも必要な支援が行われるよう

にすることが重要であると考えられた。 
 
２．ＷＨＯと連携した国内発信 

 国際発信すべき日本での良い取り組み

を確認するとともに、さらなる取り組み

の向上のために国際的な成果からの学び

を得るためのシンポジウムを行った（資

料１）。なお、以下の内容紹介で不十分な

点があれば、本稿の報告者の責任である。 
 最初に、WHO 健康開発総合研究センタ

ー（WHO 神戸センター）の野崎慎仁郎上

級顧問官から、「地球規模の高齢化におけ

る WHO の取り組み」について紹介いた

だいた。高齢化が進むなかでのユニバー

サル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の見

直しについて、高齢者にとって必要なサ

ービス・医薬品・機器を提供すること、健

康格差が縮小するように、誰も取り残さ

ずに全ての人が公平にサービスを受けら

れること、患者の自己負担額を抑えられ

るようにすること、保健医療システムの

財政的持続可能性を確保することなどの

視点で進めていく必要がある。WHO では、

2015 年に高齢化と健康に関するワール

ド・レポートを発表している。健康な高齢

化のためには、人々が持っている内在的

能力（Intrinsic capacity）、また機能的能

力（Functional ability）を発達・維持さ

せることが重要である。その具体化のた

めに、高齢化と健康に関する世界戦略と

行動計画 2016-2020 を発表している。そ

の戦略目標の達成に向けて、各国の取り

組みを評価しながら推進している。 
 ２番目に、日本福祉大学の斉藤雅茂准

教授から「世界に貢献できる日本の地域

包括ケアの取り組み」について報告いた

だいた。アジア諸国等は急速な高齢化率

の上昇が推計されており、高齢化への取

り組みが始まっている。「日本における介

護のあゆみとその実践（ポイント集）」の

英語版が発行されている。ポイント集で

は、介護の考え方と高齢者の生活支援が

強調されている。国内では当たり前とも

いえることも国際的に発信する意義があ

る。また、健康長寿にむけた社会的要因の

エビデンスの収集も求められている。日

本老年学的評価研究（JAGES）では、こ

れまでの研究成果から専門職・住民向け

のエビデンス集（スライドセット）の作成
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を行っている。一方で、イギリスにおける

高齢者の孤立・孤独軽減に向けたプログ

ラムが注目されているが、その個々のプ

ログラムそのものは日本でも実施されて

いる。今後は参加者名簿の把握など必要

な情報・データの収集を行うことにより

プログラム評価を行っていくことが必要

である。これまでの研究から、例えば独居

高齢者の見守り事業において、リスクの

高い見守りが届くべき人に届いていない

可能性が示唆された。また、週１回以上趣

味やスポーツの会に参加した高齢者は介

護費が低い結果となっている。その他に、

重点対象地域やローカルの課題発見のた

めには地域診断が有効である。地図によ

り見える化を行うことで、専門家・住民間

での課題共有が進む可能性がある。 
 ３番目に、国立がん研究センターの齋

藤順子研究員から「エイジズム（年齢差別）

と社会的処方」について報告いただいた。

エイジズムとは、「高齢であることを理由

とした体系的なステレオタイプ化と差別

のプロセス」と定義されている。2016 年

WHO 国際高齢者デーのテーマは「エイジ

ズムの撲滅」が掲げられ、国際的な取り組

みが進められている。日本においては、定

年退職制度や、免許返納によって生活の

足が失われているなどの状況がある。エ

イジズムの解消のためには、加齢に関す

る知識と理解を増やすための広報キャン

ペーン、年齢に基づく差別を法律で禁止、

加齢に関するバランスの取れた視点が反

映された報道などを進めていく必要があ

る。高齢者の視力・聴力障害のケアも重要

である。Healthy Ageing の実現に向けて、

高齢者の内在的能力向上のための社会的

処方が注目されている。社会的処方は、患

者の課題の解決のために、医師が薬を処

方する代わりに、非医療的サービスの社

会資源を提供する第三者機関に紹介する

ことである。社会資源の例としては、趣

味・運動・生活改善や、法律相談・仲間づ

くり・経済・就労援助等の支援がある。日

本においても社会的処方の取り組み事例

が蓄積されてきている。日本で社会的処

方を普及するために、医療機関の地域連

携室、地域包括支援センター、社会福祉協

議会等の取り組みを始めとして、医療現

場と社会資源をリンクさせる方法の標準

化が期待される。 
 最後に尾島から「日本と世界での認知

症にやさしいまちづくりの取り組み」に

ついての報告を行った。報告の前半は、認

知症対策の歴史や取り組みの紹介を行っ

た。日本公衆衛生学会では、2004 年に認

知症にやさしいまちづくりの最初の実践

事例の報告が行われている。2014 年度に

「認知症の人にやさしいまちづくりガイ

ド」が作られており、取り組みへの認知症

の人の参加、セクターを超えてお互いが

納得する仕組み、現場発の体験などがヒ

ントとしてまとめられている。また、2017
年からは自治体による認知症にやさしい

まちづくり条例の制定が行われている。

海外における取り組みとしては、2001 年

にイギリスのスコットランド・アルツハ

イマー病協会が認知症にやさしいまちづ

くりガイドを作成している。また、日本の

認知症サポーターの取り組みを参考に、

認知症フレンドが創設されている。2015
年に認知症にやさしい地域の認証のため

の公開仕様書が発表されており、プロセ

ス・人・場所の 3 つの視点や、芸術・仕

事・健康を始めとした 8 つの実施領域が
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まとめられている。2018 年に WHO から

認知症計画のためのガイドが発表されて

いる。そこには、優先順位づけ、啓発、リ

スクの低減など、認知症行動計画の 7 つ

の領域が示されている。認知症にやさし

いまちづくりを着実に進めるためには、

PDCA サイクルを回して評価を行うこと

が必要であり、認知症の理解、共生、受援

力という認知症にやさしいまちづくり指

標などを用いて評価しながら推進してく

ことが必要である。 
 
Ｄ．結論 
 高齢者と認知症の人にやさしいまちの

推進に向けて、国際健康都市会議におい

て国際的な情報発信を行った。また、日本

公衆衛生学会においてシンポジウムを行

い、国際発信すべき日本での良い取り組

みの確認と国際的な取組等の国内発信を

行った。 
 
Ｅ．研究発表 

（学会報告） 
Toshiyuki Ojima (2018) Efforts for 

Population Aging including Age and 
Dementia-Friendly City in Japan. 
2018 International Healthy City 
Conference. Taoyuan (Taiwan), 26 
June 2018. 

野崎慎仁郎、ローゼンバーグ恵美（2018）
「地球規模の高齢化におけるＷＨＯの

取組（シンポジウム 高齢化する世界：

日本から国際発信と世界からの学び）」

『第 77 回日本公衆衛生学会総会』．福

島県福島市．2018 年 10 月 25 日 
斉藤雅茂（2018）「世界に貢献できる日本

の地域包括ケアの取り組み（シンポジ

ウム 高齢化する世界：日本から国際

発信と世界からの学び）」『第 77 回日本

公衆衛生学会総会』．福島県福島市．

2018 年 10 月 25 日 
齋藤順子、近藤尚己（2018）「エイジズム

（年齢差別）と社会的処方（シンポジウ

ム 高齢化する世界：日本から国際発

信と世界からの学び）」『第 77 回日本公

衆衛生学会総会』．福島県福島市．2018
年 10 月 25 日 

尾島俊之（2018）「日本と世界での認知症

にやさしいまちづくりの取り組み（シ

ンポジウム 高齢化する世界：日本か

ら国際発信と世界からの学び）」『第 77
回日本公衆衛生学会総会』．福島県福島

市．2018 年 10 月 25 日 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

 特になし 
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災害とソーシャル・キャピタル 
 

研究分担者 相田 潤（東北大学 大学院歯学研究科 准教授） 
 

Ａ．

研

究

目

的 

自然災害は世界中で大きな被害を生み出し

ている。2011 年 3 月 11 日の東日本大震災に

より東北・北海道・関東地方の太平洋側沿岸

部は津波による壊滅的な被害を受けたが、甚

大な震災の被害を緩和したり復興を促進する

要因として、防波堤などのハード面での対策

だけでなく、人々の協力などのソフト面での

対策の重要性も言われ、ソーシャル・キャピ

タルが重要な役割を果たす可能性が注目を集

めている(1-3)。東日本大震災の後に日本では

多くの研究が、被災者に焦点を当ててソーシ

ャル・キャピタルと健康の関係について報告

をしてきた。そこで本研究ではソーシャル・

キャピタルと東日本大震災と被災者の健康に

ついて文献レビューを行った。 
 
Ｂ．研究方法 

 東日本大震災に関して、ソーシャル・キャ

ピタルと健康に関する文献、ソーシャル・キ

ャピタルの維持に関する文献、をレビューし

てまとめた。またソーシャル・キャピタルの

負の側面についてもまとめた。 
 

（倫理面への配慮） 
 この分担研究では、個人を対象とした調査

等は行っていない。また、企業等との利益相

反はない。 
 
Ｃ．結果と考察 

１．被災者の健康とソーシャル・キャピタル 

被災者の健康に関して最も多かったのが精

神保健に関する研究であり、1 本のシステマ

ティックレビュー(4)および複数の観察研究

(5-12)が、ソーシャル・キャピタルおよびネ

ットワークやサポートの精神保健を守る上で

の働きを報告していた。 

精神保健とも関連する睡眠や子どもの問題

行動についても、ソーシャル・サポートや社

会的なつながり、ソーシャル・キャピタルの

保護的な関連について報告されている(13-

15)。その他にソーシャル・キャピタルと認知

機能の研究(16)、ソーシャル・サポートと健

康問題についての報告(6) も存在した。 

一方で、ソーシャル・キャピタルやソーシ

ャル・ネットワーク、社会的交流や閉じこも

り行動、社会的孤立をアウトカムとして、ど

のような要因が影響するのか（震災や移住、

研究要旨：災害は突然発生し、人々の生命や生活を大きく脅かす。防波堤などのハ
ードによる対策だけでなく、人々の協力などのソフト面での対策の必要性が言われて
いる。そこでソーシャル・キャピタルが災害対策に有効かどうか文献をレビューし
た。その結果、震災の発生前から発生後の復興期に至るまで、ソーシャル・キャピタ
ルは災害の被害を減少させたり、復興を早めるために大切な役割を担っていると考え
られた。災害前の近隣住民のつながりを壊さない集団移転や、仮設住宅内での交流や
社会参加をうながす活動が被災者の健康に貢献していると考えられた。一方で、ジェ
ンダー面での配慮によりソーシャル・キャピタルの負の影響を除くことも必要だと考
えられる。2019 年内に英国の出版社から、日本における健康の社会的決定要因に関

する書籍を出版する予定であり、その中の 1 章で本研究の知見を報告する。 
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居場所を作る介入、店舗までの距離、入れ歯

の喪失など）を調べた研究も存在した(17-23)。

震災やその後の住環境などが、ソーシャル・

キャピタルを左右してもいることが示されて

いた。 

また災害の発生前、自治会や住民組織によ

る防災対策の立案や、防災訓練の実施は、住

民同士のソーシャル・キャピタルが高いほど

良く行われ、災害の被害を減らすと考えられ

る。災害前からの地域の婦人防災クラブの集

会所での備蓄が、東日本大震災後の公的な支

援が入るまでの期間に役立ったことが報告さ

れている(24)。 

これらから、ソーシャル・キャピタルおよ

びその関連要素は被災者の健康を守る方向の

貢献をしていると考えられた。 

 

２．被災後のソーシャル・キャピタルの維持

に関して 

①集団移転の有効性 

津波で家屋を失った被災者が移住後にソー

シャル・キャピタルを維持するための取り組

みについて、文献を調べた。東日本大震災発

災後は体育館などに避難した後、プレハブの

仮設住宅に居住したり、民間賃貸住宅に入居

する人々が多かった。プレハブ仮設住宅に転

居する場合、旧地区の集団ごとに入居する「集

団移転」と、くじ引きなどでランダムに入居

者が選ばれる方法（ここでは「抽選移転」と

する）が主となる。また基本的に集団移転を

採用していても、他の地域から来たり入居時

期が何らかの事情でずれたことで、結果とし

て抽選移転と同じ状況になる場合がある。阪

神・淡路大震災の時の教訓として、仮設住宅

に入居する際に災害前と同じ地域住民が近く

に居住することが人のつながりを維持するた

めに大切だとされたため、東日本大震災の際

にも宮城県岩沼市などいくつかの地域ではこ

の教訓が生かされた(25)。また、プレハブ仮

設住宅とは別に、各地に散在する民間賃貸住

宅への移住も家賃補助の上で多く行われたが、

民間賃貸住宅への移住も災害前のつながりを

距離的に離してしまうため、ソーシャル・キ

ャピタルの観点からは抽選移転と同じような

状況にあると考えられる。 

検索された文献からは、集団移転をした

人々では震災前に比べて震災後のソーシャ

ル・キャピタル（友人同士の交流や社会参加

の要素）の増加が認められた(19)。反対に個

人移転の人々ではこれらの減少が見られた。

同様に震災後の別の横断研究でも、集団入居

者の方が、結果的に抽選移転した人よりもソ

ーシャル・サポートを受けたり与えたりして

いる人が有意に多かったことが報告されてい

た(11)。これらのことから災害により転居を

余儀なくされる被災者に対しては、状況が許

す限り元のコミュニティを維持できる集団入

居を積極的に採用していくことが重要だと考

えられる。 
しかしながら集団移転が必ずしもどこの自

治体でも実施されたわけでは無い。これには

次のような理由があると考えられる。プレハ

ブの仮設住宅は災害後に建築が始められ、

人々は体育館などの避難所で完成を待つ日々

を送る。プレハブ仮設住宅が 1 棟たてば数十

世帯の人々が入居を開始する。しかし元の地

域の世帯数が 1 棟の部屋数を上回る場合、す

ぐには入居できない。元の地域の世帯数とプ

レハブ仮設の建設状況を勘案して、先に入居

する地域、後に入居する地域、といった具合

に分ける必要がある。被災者は基本的に早く

避難所から仮設住宅に移りたいため、そこを

待ってもらうための調整が必要になる。また、

誰がどこに住むのかも事前に決めなくてはな

らない。これらの調整作業を、突然の災害対

応に追われる行政が負担できるとは必ずしも

限らない。災害規模の大きな自治体ほど難し

くなる可能性がある。また、くじ引きのよう
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な「公平性」を行政が好むという側面がある

ため、公平性のためにコミュニティの利便性

が犠牲となる場合もあるのかもしれない。東

日本大震災の後に集団移転を実施した地域は

比較的小さなコミュニティであったり、１つ

の市の中でも限られた数のコミュニティであ

ったりするようである。集団移転の実施のた

めには多くの交渉・調整が必要となるが、こ

れらが上手くいくためには災害前からのソー

シャル・キャピタル、すなわち災害前からの

地区長や行政がつながりをもっていることが

大切である可能性がある。また、人手が足り

ない行政が一手に担うのではなく、住民やボ

ランティアから集団移転のための協力を得る

ことも重要であろう。 

 

②仮設住宅での社会参加の重要性 

東日本大震災後につくられた仮設住宅は、

被災者が集まって住んでいるためそれぞれが

コミュニティとしての役割を担っている。宮

城県が実施している被災者の健康調査データ

の分析から、仮設住宅コミュニティの間で入

居者の精神保健状態に差があることが報告さ

れていた(26)。地域行事への参加が活発な人

や悩みを相談できる相手が多い人が健康状態

が良いという個人レベルの効果に加えて、相

談できる人が多い仮設住宅に住む人は 1 年後

のメンタルヘルスが良好であるというコミュ

ニティレベルの効果の存在が報告されていた。

別の報告では、東日本大震災後の仮設住宅に

入居している被災者において、社会参加があ

ることが良い健康状態と関連しており、プレ

ハブ仮設住宅の被災者では、みなし仮設住宅

の被災者と比べて社会参加をしている人の割

合が大きかった(27)。プレハブ仮設住宅では

社会参加をしている人の割合が大きいことが、

良い健康状態の維持に寄与していた可能性が

示唆された。震災後のプレハブ仮設住宅にお

けるボランティアや自治体による社会参加の

機会の提供（イベント開催など）が、被災者

の健康状態の維持に寄与していた可能性が示

唆されており、こうした介入が被災者の健康

の維持・回復に役立っていると考えられる。

仮設住宅での介入としては、岩手県陸前高田

市での農園をつくり社会参加をうながす事業

の効果も報告されていた(28)。 

 

３．ソーシャル・キャピタルの負の側面 

ソーシャル・キャピタルには悪い側面も存

在することが知られているが、平時と同じく

災害後のソーシャル・キャピタルにも負の側

面が存在する可能性がある(29)。震災後の避

難所で女性が朝 5 時に起きて炊き出しをすべ

きという意見が通ってしまったところがあっ

た(24)。ここの女性は反対すると居づらくな

ると考えて従っており、この集団におけるソ

ーシャル・キャピタルが女性たちにとって悪

い方向に働いたと考えられる。意図的に避難

所や仮設住宅の支援にあたる行政職員や復興

に関する会議が男性だけにならないような配

慮をしていた自治体も存在するが、こうした

ジェンダー面での配慮は日本において災害後

のソーシャル・キャピタルの負の側面を防ぐ

のにも重要であろう。先に述べた岩沼市では

避難所担当の市職員の 4 割が女性だったこと

でトイレの問題や救援物資の配分に大きなト

ラブルが発生しなかったと指摘されている

(25)。当然、ジェンダー面だけでなく、障害

者や外国人へ配慮も同様に求められる。 

 
Ｄ．結論 
 ソーシャル・キャピタルは災害の後におい

ても、人々の健康を守るのに有効な働きをし

ていると考えられた。ソーシャル・キャピタ

ルの負の側面をおさえ、正の側面をつよめる

ことで、震災からの復興を促進できると思わ

れる。 
 2019 年内に英国の出版社から、日本におけ
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る健康の社会的決定要因に関する書籍を出版

する予定であり、その中の 1 章で本研究の知

見を報告する。 
 
Ｅ．研究発表 

（学会報告） 
相田潤．「岩沼プロジェクト：災害時のコミュ

ニティ・エンパワメント」．第 77 回日本公

衆衛生学会総会シンポジウム 14 参加型研

究の最新動向：現場に即役立つエビデンス

づくりにむけて：（2018 年 10 月 25 日） 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

 特になし 
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高齢者の健康長寿の関連要因に関する主要な知見の国際的な発信 
 

研究分担者 斉藤 雅茂（日本福祉大学 社会福祉学部 准教授） 

 
Ａ．研究目的 
国際的に高齢化が急速に進展している中で、

アジア諸国においても年金制度や施設サービ

スの整備が進められつつある。しかし、平均

寿命でみても、高齢化率でみても日本はアジ

ア諸国の30～40年先を歩んでいる状態にある

ことが示唆されている（図表１）。このため、

国内における高齢者の保健・福祉・介護領域

の経験を海外に発信する試みは多方面で進め

られている。たとえば、「日本の介護の歩みと

実践のポイント集」では、公的介護保険の制

度設計や介護の技術・理念など国内では「常

識」ともいえる事柄について改めて海外向け

に整理されている（インテリジェンスバリュ

ーコーポレーション2018）。 
 同様に、介護予防をはじめ、健康長寿

（Healthy Aging）の実現は国際的な重要課題

の１つであり、その関連要因の解明について

も一定の蓄積がなされている。WHO（2017）
の「健康長寿に関する行動の10年にむけた10
の優先課題（10 priorities for a decade of action 
on healthy ageing）」では、「質の高いデータの

収集と分析」が課題の１つにあげられている。

なお，不健康であるために活動的になれず、

活動的でないために不健康になるといった双

方向の関連があるため、横断研究に基づいた

知見ではなく、同一個人を追跡する縦断研究

に基づく知見の蓄積が重要である。また、ア

ウトカムが死亡や要介護である場合、より頑

健な知見を得るためには一定の規模の調査研

究であることも重要である。

研究要旨：公的介護保険の制度設計や介護技術、介護の理念など、高齢者保健・福祉
領域では日本の経験を海外に発信する試みが進みつつある。高齢者の健康長寿の実現
に関しては「質の高いデータの収集と分析」の必要性が指摘されているが、国内では
既に大規模な縦断研究に基づく知見が蓄積されつつある。本研究ではこれまでに得ら
れた知見を改めて整理し、心理・精神的健康や口腔の状態だけでなく、社会参加や社
会関係・ソーシャルサポート、ライフコースを通じた社会経済的地位、居住地域の市
民参加や社会的凝集性、互酬性などのソーシャル・キャピタルが高齢者の健康長寿と
関連していることを確認してきた。そのうえで、本年度は国際発信のためにそれらを
まとめたスライドセットの英文翻訳および英文でのレポートを公表し、2018 年度に公
表された論文をレビューした。追加のレビューからは、週７回以上の浴槽入浴習慣が
ある高齢者の間で要介護リスクが有意に低いこと、近隣に食料品店が少ないと認識し
ている人の間で死亡リスク 1.6 倍程度高い傾向にあること、テレビの健康番組を見る
女性の間で死亡率が 10％程度低い傾向にあること、ライフラインサービス停止経験な
ど物的・環境的な貧困は 1.7 倍死亡リスクを上昇させうること、自治体の都市度を問
わない全国版「要支援・要介護リスク評価尺度」が開発されたことなどが新たに報告
されていることが確認された。 
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図表１ アジア諸国における高齢化の動向  
総人口 平均寿

命 高齢化率 
備 考  

2015 2015 2015 2050 
フィリピン 1.0 億人 68.5 歳 4.6% 9.7% 高齢者の 1/3 が貧困。施設サービス

の普及してない。家族介護主流。 
モンゴル 312 万人 69.6 歳 3.7% 11.0% 施設は身寄りない高齢者が原則。訪

問サービスの対象は貧困層。 
カンボジア 1,560 万

人 
68.7 歳 4.1% 11.7% 高齢者の８割が農村部。施設サービ

スはホームレス向け。 
ネパール 2,850 万

人 
69.2 歳 5.5% 14.7% 高齢者の 85%が農村部。2014 年にユ

ニバーサルヘルスケア制度 
ミャンマー 5,390 万

人 
66.6 歳 5.4% 16.1% 2014 年に高齢者に関する 5 カ年計

画、高齢者への年金が開始。 
ベトナム 9,340 万

人 
76.0 歳 6.7% 20.7% 高齢者の７割が農村部に在住、４割

が健康保健カード未所持。 
中 国 13.8 億人 76.1 歳 9.6% 26.7% 2017 年より上海版介護保険制度が実

施。 
インドネシ

ア 
2.6 億人 69.1 歳 5.1% 27.4% 2002 年に憲法改正。2015 年に労働社

会保障制度が実施。 
タ イ 6,800 万

人 
74.9 歳 10.6% 27.4% 高齢者の 34%が貧困状態。2016 年か

ら厚生年金制度等が計画。 

日 本 1.2 億人 85 歳 26.7% 37.8% 
 

インテリジェンスバリューコーポレーション（2018）より筆者作成 
 
 
 本研究では、日本の高齢者を対象にした大

規模縦断研究をレビューし、健康の社会的決

定要因に関する日本のエビデンスの国際的な

発信を行う。昨年度は調査対象が１万人以上

で、がんなどの特定の疾患を扱った論文を除

き、一部ハンドサーチを加えた48編の原著論

文をレビューした。本年度は、昨年の文献レ

ビューを踏まえた国際的な成果発信を行っ

た。加えて、2018年度に発表された同じく大

規模縦断研究に基づく原著論文を概観した。 
 
Ｂ．研究方法 
 第１に、昨年度にまとめた文献レビューの

国際発信のために、Kondo Katsunori (ed) 
"Social Determinants of Health in Non-
communicable Diseases (Springer社)"に寄稿した

（2019年度内発行予定）。なお、本稿では、

他の章との兼ね合いから、要介護・死亡をア

ウトカムにした研究に限定した。 

 第２に、日本の高齢者を対象した大規模縦

断研究の１つであるJAGESプロジェクトの経

験を国際的に発信する試みとして、Kondo 
Katsunori., Rosenberg Megumi, World Health 
Organization (eds) "Advancing universal health 
coverage amid demographic change; Lessons 
learnt in knowledge creation and translation for 
healthy ageing from the Japan Gerontological 
Evaluation Study (World Health Organization)"の
分担執筆を担った。並行して、昨年度までに

製作した一般市民や専門職向けに論文の知見

を要約したエビデンス集の英文翻訳を行っ

た。 
 第３に、JAGESプロジェクトによる縦断研

究のうち、2018年度に新たに発表された要介

護ないし死亡をアウトカムにした論文を概観

した。なお、JAGESプロジェクトとは、要介

護認定を受けていない高齢者を対象にした大

規模疫学研究である（代表：近藤克則，千葉
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大学予防医学研究センター教授）。3年おきに

原則として自記式の質問紙調査を郵送法で行

い，その後の転帰（死亡や要介護度など）を

把握する前向きコホートデータを整備してい

る（詳細はホームページを参照

https://www.jages.net/）。 
 
Ｃ．結 果 
 １点目については、要介護度ないし死亡を

アウトカムにした大規模縦断研究34編をレビ

ューしたものを"Healty aging: IADL and 
functional disability"という章にまとめた。本

章の構成は以下の通りである。 
 ＜構 成＞ 
(1) Introduction 
(2) Overview of Large-Scale Longitudinal St-udies 
(3) Mental Health, Health Behavior, and Or-al 

Functions 
(4) Differences in Health Risks due to Socio-

economic Status 
(5) Differences in Health Risks due to 

SocialParticipation and Social Networks 
(6) Conclusion; social determinants of healthin 

healty aging 
心理・精神的健康や健康行動、口腔の状態

だけでなく，社会参加や社会関係・ソーシャ

ルサポート，ライフコースを通じた社会経済

的地位，居住地域の市民参加や社会的凝集

性，互酬性などのソーシャル・キャピタルが

高齢者の健康長寿と関連していることを提示

した。たとえば、自己申告による所得データ

でなく、より客観的な所得情報（介護保険制

度の保険料区分・賦課情報）でみても、同様

の健康格差が認められている（Hirai et al. 
2012）ことや、所得は絶対的な少なさだけで

はなく、周囲の他者（準拠集団）と比べた相

対的な少なさ（相対所得）も心理社会的なス

トレスとなって、とくに男性の間では要介護

や死亡のリスク（Kondo N. et al. 2009；近藤尚

ら 2012）となっていること、自治会などの社

会組織に参加することが要介護（Ashida et al. 
2016）や死亡リスク（Ishikawa et al. 2016）に

対して保護的に機能しうること、住民運営型

のサロン参加者は背景要因等を考慮した上で

も、要介護リスクが 51%低下している

（Hikichi et al. 2015）こと、友人がいないな

ど孤立した高齢者は 1.81～1.30 倍死亡リスク

が高く（Aida et al. 2011），他者との交流頻度

は週１回未満からが要介護リスクになり，月

１回未満になると死亡リスクにもなる交流の

乏しさであること（斉藤雅ら 2015）、などが

既に報告されていた。 
 ２点目については、WHO よりモノグラフ

（Advancing universal health coverage amid 
demographic change; Lessons learnt in knowledge 
creation and translation for healthy ageing from 
the Japan Gerontological Evaluation Study）を発

表する機会を得た。本モノグラフでは、

JAGES プロジェクトが成功した要因を①学際

的なチームによる大規模縦断データを用いた

知見の蓄積、②Win-Win 関係の構築、③ 

  図表２ JAGES プロジェクトによる Knowledge Translation の主要な促進要因 Kondo 
Katsunori., Rosenberg Megumi, World Health Organization (2018)より 
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地域介入研究の実施、④データ管理支援ツー

ルの開発、⑤複数のチャネルによるアドボカ

シー、⑥戦略的な資金調達に整理している

（図表２）。本研究の一環として、JAGES プ

ロジェクトによる主要な知見のレビュー部分

を分担執筆した。 
 並行して、ナレッジ・トランスレーション

のために、各論文で得られた主要な知見や先

進的な取り組みを要約したスライドセットを

製作した（https://www.jages.net/library/slide-
movie/）。スライドは、一般市民や専門職向け

に論文で得られた所見を一目で分かるように

要約し、かつ、メモ欄には結果の読み方と聴

衆への問いかけ例などを掲載している（図表

３）。今年度はこれらの英文翻訳を行ったた

め、近日中に公開する予定である。 
 ３点目については、JAGESプロジェクトか

ら 
 
図表３ スライドセット例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
は、2018年度に28編の原著論文が発表され

た。そのうち、6編が高齢者を対象にした大

規模縦断研究に基づいて要介護・死亡をアウ

トカムにした論文であった。具体的には、健

康行動に関連したものとして、岡部ら

（2019）は、3年間の前向きコホートデータ

を⽤いて、自記式の問診票と特定健診で得ら

れたデータを比較したところ、問診票の方が

本人の健康寿命（要介護２以上の要介護認定

または死亡）と密接に関連しており、⾼齢者

において健康寿命を伸ばすためには検査より

も問診を⾏うことの意義を明らかにしてい

た。Yagi et al. (2018)では、同じく3年間の追

跡データから、夏場の浴槽入浴頻度が週7回
以上の場合、週0-2回と比較して28％の要介護

状態へのリスク減少、冬場でも29%のリスク

減少が認められ、入浴を利用した介護予防対

策の可能性を示唆している。また、Sato et al. 
(2019)では、同じく3年間の追跡データから、

女性高齢者の間では、テレビの健康番組をみ

る傾向にある人はそうでない人よりも死亡率

が10%程度低いことを明らかにしている。な

お、男性やその他のメディア（活字メディ

ア、インターネット）では死亡率との間に有

意な関連は認められないという結果であっ

た。 
つづいて、社会経済的地位に関わるものと

しては、Saito M et al. (2019)では、6年間の追

跡データから、経済的理由によるライフライ

ンの停止経験や冷蔵庫の未所持、礼服の未所

持など７指標は早期死亡と有意に関連してお

り、より深刻な貧困状態を把握している可能

性があること、それら剥奪状態に複数該当し

ている人びとは、非該当者よりも1.7倍ほど追

跡期間中の死亡リスクが高い傾向にあること

を公衆衛生分野においても物的・環境的な側

面からも貧困問題を捉えていく必要があるこ

とを指摘している。また、地域環境要因に関

わるものとして、Tani et al. (2018)は近隣の食

料品店へのアクセスの悪さが死亡リスクとな

りうること、具体的には、3年間の追跡デー

タから、外出時に車の利用がない高齢者では

近隣に野菜や果物が手に入る店が「たくさん

ある」と回答した人に比べて、「ある程度あ

る」と回答した人では死亡リスクが1.4倍、

「あまりない」または「まったくない」と回

答した人では1.6倍であることを報告してい

る。その他のトピックとして、Tsuji et al. 
(2019)は、３年間の追跡データに基づいて、
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高齢者の要支援・要介護リスクを評価する尺

度（10指標）を開発している。それによれ

ば、48点満点（点数が高いほど高リスク）の

指標で、自治体の規模（都市度）に関わら

ず、要支援・要介護認定の発生を高い精度で

予測できること、17点を上回るか否かが閾値

になることが報告されている。 
 以上を含めて、図表４は日本の高齢者を対

象にした大規模コホート調査に基づく高齢者

の要介護・死亡の関連要因に関する知見をま

とめたものである。説明変数については、心

理・精神的健康、口腔、社会経済的地位、社

会参加、社会関係・ソーシャルサポート、地

域特性、その他に大別している。また、国際

発信を意図しているためいずれも英文で記載

した。 
 
Ｄ．考  察 

高齢化率だけでなく、介護の考え方や生活

支援という視点など国内では当たり前である

ことも国際的には発信する意義がある。遺伝

子や生活習慣だけでなく社会経済的な要因が

個人の健康に密接に関連していることは国内

では既によく知られている。実際に、日本の

高齢者を対象にした大規模縦断研究からも，

生活習慣だけでなく，また，心理・精神的健

康や口腔の状態だけでなく，その上流にある

要因として社会参加や社会関係・ソーシャル

サポート，社会経済的地位，居住地域の環境

などが健康長寿に関与していることが確認さ

れていた。本研究ではそれらのエビデンスの

国際発信にむけて、スライド教材の英文翻

訳、および、英文でのレポートの発表を行っ

てきた。 
 今後の課題としては、厚生労働省による

「地域包括ケア見える化システム」をはじ

め、地域診断の具体的な試みが進みつつある

点もまた世界に発信すべき日本の経験と考え

られる。高齢者の健康関連指標において個人

間での格差だけでなく、地域間での格差およ

び地域環境要因の影響が確認されつつある。

「地域包括ケア見える化システム」のプロト

タイプであるJAGES HEARTという地域診断

システムを活用して、介護予防に関わる地域

課題を見える化し、それを住民と協議して対

策に取り組んだ事例もある。また、デジタル

マップではなく、あえて手作りでデータから

地図に塗り絵をして地域課題の見える化を試

みた実践もある。「地図に落として当該地域

の特徴を描いた上で住民に意見を尋ねると、

より具体的な課題の抽出や建設的な意見の提

案につながりやすかった」といった意見も聞

かれ、地域診断という形で地域の健康問題を

「見える化」することの有効性を示唆する事

例はいくつか蓄積されつつある。今後はこう

した試みも海外に発信していくことが有益で

あると考えられる。 
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図表３ 大規模コホート調査に基づく高齢者の要介護・死亡の関連要因 
Articles Data Explanatory  

variables Outcome Main results Reference 
Mental health and psychological well-being  

Nishi et al 
(2012)* 

2003-07 cohort 
(n=14,668) 

Self-rated health 
(SRH) 

Mortality Fair/poor self-rated health was a stronger predictor of mortality in both sex 
(HR=1.67, 95%CI: 1.35-2.07). 

PLoSOne, 7(1): 
e30179 

Wada et al. 
(2014)* 

2003-07 cohort 
(n=14,286) 

GDS (short 
version) 

Mortality & 
functional 
disability 

Compared to older adults with non-depressive symptoms, depressive people 
was 1.26 times higher for functional disability, and 1.33 times higher for 
mortality than non-depressive .  

Journal of health and 
welfare statistics 
(Kousei no Sihyo), 
61(11)：7-12 

Health behavior  
Iso et al 
(2005)  

1989-99 cohort 
(n=94,683) 
including < 65y 

Smorking 
cessation 

Mortality The multivariate relative risks for current smokers compared with never 
smokers were 1.41 (95%CI: 1.19-1.67) in older men, 1.69 (95%CI: 1.32-
2.15) in older women for mortality from total cardiovascular disease. 

Am J Epidemiology. 
161(2):170-179. 

Sakata et al. 
(2012) 

1963to92-2008 
cohort 
(n=67,973) 
including <65y 

Smorking Mortality Current smokers compared with never smokers were 1.47 (95%CI: 1.41-
1.52) among those born before 1920, 1.84 (95%CI: 1.74-1.96) among those 
born during 1920-45 for all cause mortality.  

BMJ. 345:e7093. 

Tamakoshi 
et al. (2010) 

1988-2003  
cohort 
(n=26,747) 

BMI Mortality The underweight group was associated with a statistically higher risk of all-
cause mortality; 1.78-fold (95%CI: 1.45–2.20) and 2.55-fold (95%CI: 2.13–
3.05) increase in mortality risk among severest thin men and women (BMI: 
<16.0), respectively.  

Obesity, 18(2):362-
369. 

Nakade et 
al (2015) * 

2003-07 cohort 
(n=14,931) 

BMI Mortality Among low income group, hazard ratios for mortality by all causes was 1.96 
(95%CI: 1.02-3.73) for overweight.  

Prev Med. 77: 112-
118. 

Yamazaki 
et al. (2017) 

1999-2009 
cohort 
(n=13,280) 

BMI Mortality Compared with normal-weight participants, overweight/obese participants 
tended to have lower hazard ratios; the multivariate hazard ratios were 0.86 
(95%CI: 0.62-1.19) for obesity, 0.83 (95%CI: 0.73-0.94) for overweight and 
1.60 (95%CI: 1.40-1.82) for underweight.  

Geriatr Gerontol Int. 
17(9):1257-1264. 

Tomata et 
al. 
(2014) 

2006-11 cohort 
(n=14,260) 

Dietary pattern Functional 
disability 

Japanese pattern as one of three dietary patterns was associated with a lower 
risk of incident functional disability (HR=0.77; 95%CI: 0.68–0.88). An 
animal food pattern and a high dairy pattern tended to have a higher risk of 
incident functional disability.  

J Gerontol A Biol Sci 
Med Sci. 69(7): 843-
851. 

Okabe et al. 
(2019) * 

2010-13 cohort 
(n=9,756) 

Medical self-
questionnare 

Comprehen
sive 
geriatric 
assessment 

Medical self-questionnare was strongly associated with healthy ageing than 
specific medical checkup  (HR=2.35, 95%CI: 1.44-3.63, HR=1.75, 95%CI: 
1.37-2.07, respectively) 

Jpn. j. geriat.  
in press. 
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Yagi et al. 
(2018)* 

2010-13 cohort 
(n=13,786) 

Bathing 
frequency 

Functional 
disability 

The hazard ratios of the moderate- and high-frequency groups were 0.91 
(95%CI, 0.75-1.10) and 0.72 (95%CI, 0.60-0.85) for summer and 0.90 
(95%CI, 0.76-1.07) and 0.71 (95% CI, 0.60-0.84) for winter. 

Journal of 
Epidemiology. 
doi: 10.2188/jea. 

Sato et al. 
(2019)* 

2013-16 cohort 
(n=18,252) 

Exposure to 
health 
information 

Mortality Among females, receiving health information from TV programs was 
associated with lower mortality (HR=0.90; 95%CI=0.83-0.98). By contrast, 
there were no significant associations among males. 

Soc Sci & Med 
221: 124-131. 

Oral function / dental status  
Hayasaka et 
al. (2013) 

2006-10 cohort 
(n=21,730) 

Dental care Mortality Participants who practiced all three types of oral care (brushed teeth two or 
more times per day, had dental visits at least once a year, or used dentures) 
was 0.54 (95%CI: 0.45–0.64) times lower for mortality than participants 
who practiced none of the three. 

J Am Geriatr Soc. 
61(5): 815-820. 

Sato et al 
(2016)* 

2010-13 panel 
(n=62,333) 

Tooth loss IADL IPW models estimated the increment in TMIG-IC score (β = 0.170, 95% CI: 
0.114-0.227) if edentulous participants gained 20 or more natural teeth. 

J Am Geriatr Soc, 
64(11): 2336-2342. 

Matsuyama 
et al 
(2017)*  

2010-13 cohort 
(n=85,161) 

Tooth loss Functional 
disability 

Among the participants aged ≥85 years old, those with ≥20 teeth had a 
longer life expectancy (men: +57 day; women: +15 day) and healthy life 
expectancy (men: +92 day; women: +70 day)  

J Dent Res, 96(9): 
1006-1013. 

Socio-economic status  
Kondo N. 
et al. 
(2009)*  

2003-07 cohort 
(n=7,673) 

Relative income Functional 
disability 

The hazard ratio of incident physical/cognitive disability per one standard 
deviation increase in relative deprivation ranged from 1.13 (95%CI: 0.99-
1.29) to 1.15 (95%CI: 1.01-1.31) in men.  

J Epidemiol 
Community Health, 
63(6): 461-467 

Hirai et al. 
(2012) * 

2003-06 cohort 
(n=22,829) 

Household 
income 

Mortality & 
functional 
disability 

Using the governmental administrative data, comparing the lowest to the 
highest income level were 3.50 for men and 2.48 for women for mortality 
and 3.71 for men and 2.27 for women for loss of healthy life.  

Curr Gerontol Geriatr 
Res, 701583, 

Kondo K. 
et 
al.(2012)* 

2003-07 cohort 
(n=14,652) 

Income & 
education 

Mortality & 
functional 
disability 

In men, significant health inequalities were observed between the highest 
income group and lowest one (HR:1.55-1.75), and between the highest 
educational attainment group and lowest one (HR=1.45-1.97).  

Iryo to Shakai. 22(1): 
19-30. 

Kondo N. 
et 

al. (2012)* 

2003-07 cohort 
(n=16,023) 

Relative income Mortality 1SD unit increase in income deprivation relative to others was associated 
with increased death hazard in men (HR=1.20, 95%CI: 1.06-1.36) and in 
women (HR=1.17, 95%CI: 0.97-1.41) 

Iryo to Syakai. 22(1): 
91-101. 

Saito M et 
al (2012) * 

2003-07 cohort 
(n=13,310) 

Poverty, social 
isolation, etc. 

Mortality Those with simultaneously relative poverty and social isolation and/or 
social inactivity were 1.29 times more likely to die prematurely than those 
who were not socially excluded. 

Soc Sci Med, 75, 940-
945. 

Kondo N. 
et al 
(2015)*  

2003-07 cohort 
(n=21,031) 

Relative income Cause 
specific 
mortality 

The HR for death from cardiovascular diseases per SD increase in relative 
deprivation was 1.50 (95%CI: 1.09-2.08) in men, whereas HRs for mortality 
by cancer and other diseases were close to the null value.  

J Epidemiol 
Community Health, 
69(7):680-685. 

Tani et al 
(2016)*  

2010-13 cohort 
(n=15,449) 

Childhood SES Mortality Compared with men growing up in more advantaged childhood 
socioeconomic circumstances, the age-adjusted HR for men from low 
childhood SES backgrounds was 0.75 (95%CI: 0.56-1.00).  

Int J Epidemiol, 45(4): 
1226-1235. 
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Murayama 
et al(2018)*  

2010-13 panel 
(n=11,601) 

Childhood SES IADL Childhood SES was independently associated with functional decline in the 
older cohort. In the 75-79 years group, lower childhood SES was associated 
with functional decline.  

J Gerontol A Biol Sci 
Med Sci. 73(7):973-
979 

Inoue et al. 
(2016)* 

2003-13 cohort 
(n=12,290) 

Month of birth Mortality Men born in December was more likely to die earlier (14%) while those 
born in January had lower mortality (10%). Time period when a birth is 
officially registered might be reflected in socio-economic factors in early 
life. 

Chronobiol Int. 33(4): 
441-447. 

Saito M et 
al (2019) * 

2010-16 cohort 
(n=7,614) 

Material Poverty 
(Relative 
Deprivation) 

Mortality The HRs after adjusting for relative poverty and some confounders were 
1.71 (95%CI: 1.18–2.48) for relative deprivation, and 1.87 (95%CI: 1.14–
3.09) for a combination of relative poverty and deprivation.  

Int. J. Environ. Res. 
Public Health. 16(2): 
182 

Social participation  
Hirai et al. 
(2009)* 

2003-06 cohort 
(n=12,031) 

Social 
participation, 
SES, etc. 

Functional 
disability 

In both sex, frequency of going out, frequency of contact with friends, 
social participation were significantly related to onset of certification of 
long-term care insurance. 

Jpn J Public Health, 
56(8), 501-512 

Ueshima et 
al. (2010) 

1999-2006 
cohort 
(n=10,385) 

Physical 
activities 

Mortality Physical activity was associated with a reduced risk of all-cause and CVD 
mortality. The HRs among participants with 5 or more days of non-exercise 
physical activity per week and those with pre-existing disease were 0.38 
(95%CI: 0.22-0.55) and 0.35 (95%CI: 0.24-0.52), respectively.  

Am J Prev Med. 
38(4):410-418. 

Kanamori 
et al 
(2012)*  

2003-07 cohort 
(n=11,581) 

Sports activity 
 

Functional 
disability 

Compared to the active participant group, the exercise alone group had HR 
of 1.29 (95%CI: 1.02-1.64) for incident functional disability. No significant 
difference was seen with the passive participant group. 

PLoSOne, 7(11): 
e51061. 

Kanamori 
et al (2014) 
* 

2003-07 cohort 
(n=12,951) 

Social 
participation 

Functional 
disability 

Compared to non-participants, the HR was 0.83 (95%CI: 0.73–0.95) for 
participation in one, 0.72 (95%CI: 0.61–0.85) for in two, and 0.57 (95%CI: 
0.46–0.70) for in three or more different types of organizations.  

PLoS One. 9(6): 
e99638. 
 

Ishikawa et 
al. (2016)* 

2003-08 cohort 
(n=14,286) 

Social 
participation 

Mortality Relative to regular members, the IPTW-HR for all-cause mortality was 0.88 
(95%CI: 0.79–0.99) for participants occupying leadership positions (e.g. 
president, manager, or having administrative roles). 

BMC Public Health. 
16(1): 394. 

Ashida et 
al. (2016)*  

2003-07 cohort 
(n=12,991) 

Social 
participation 

Functional 
disability 

Participants in sports (HR=0.66, 95%CI: 0.51-0.85) or hobby group 
(HR=0.69, 95%CI: 0.55-0.87), or who had a group facilitator role 
(HR=0.82, 95%CI: 0.66-1.02) were less likely to be disabled.  

BMC Public Health, 
11:499 
 

Social network and social support  
Aida et al 
(2011)* 

2003-08 cohort 
(n=14,668) 

Social network Mortality Lower friendship network was significantly associated with higher all-cause 
mortality among men (HR=1.30, 95%CI: 1.10-1.53) and women (HR=1.81, 
95%CI: 1.02-3.23).  

BMC Public Health, 
11:499. 

Saito M. et 
al.(2013)* 

2003-07 cohort 
(n=13,310) 

Social isolation 
& satisfaction 

Functional 
disability 

The isolated older people were 1.34 (95%CI: 1.18-1.53) times more likely 
to develop functional disability. In men, satisfied isolation was associated 
with 1.27 (95%CI: 1.02-1.58) times higher risk of functional disability. 

Jpn J Gerontology. 
35(3): 331-341. 
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Saito M.et 
al.(2015)* 

2003-13 cohort 
(n=12,085) 

Social network Mortality & 
functional 
disability 

The hazard ratios for functional disability and premature death increase in 
those with contact frequency of "less than once a month'' were 1.37 (95%CI: 
1.16-1.61) and 1.34 (95%CI: 1.16-1.55), respectively. 

Jpn J Public Health, 
62(3): 95-105 

Tani et al. 
(2018) * 

2010-13 cohort 
(n=71,781) 

Eating alone Mortality The HR were 1.48 (95%CI: 1.26-1.74) for men who ate alone yet lived with 
others. Among women, HR was 1.18 (95%CI: 0.97-1.43) who ate alone yet 
lived with others and 1.10 (95%CI: 0.93-1.29) who ate and lived alone. 

J Gerontol B Psychol 
Sci Soc Sci. 
73(7):1330-1334 

Saito T et al 
(2017) * 

2003-13 cohort 
(n=13,460) 

Household Functional 
disability 

Men living only with non-spousal cohabitants and those living alone were 
more likely to develop disability. Social support exchange explained 24.4% 
and 15.8% of the excess risk of disability onset in those men. 

BMC Geriatrics. 
17(1): 183. 

Murata et al 
(2017) * 

2003-13 cohort 
(n=14,088) 

Social support Functional 
disability 

Social ties with co-residing family members, and those with friends or 
neighbors, independently protected functional health (HR=0.81, 0.85) 
among men. Among women, ties with friend or neighbors had a stronger 
effect.   

Int. J. Environ. Res. 
Public Health. 14: 717 

Community environment 
Aida et al 
(2013)*  

2003-07 cohort 
(n=14,589) 

Social capital Functional 
disability 

Women living in communities with higher mistrust had 1.68 (95%CI: 1.14-
2.49) times higher OR of onset of disability, even after adjusting for 
covariates.  

J Epidemiol 
Community Health, 
67:42-47 

Tani et al. 
(2018) 

2010-13 cohort 
(n=49,511) 

Food 
environment 

Mortality Lower subjective availability of food stores was significantly associated 
with increased mortality. The age- and sex-adjusted HR for those reporting 
the lowest availability was 1.28 (95% CI: 1.04-1.58). 

Int J Behav Nutr Phys 
Act, 15: 101 

Others  
Tsuji et al. 
(2017)* 

2011-15 cohort 
(n=72,127)  

Functional 
disablity risk 
scale 

Functional 
disability 

A risk assessment scale of 0-55 was developed from the Kihon Checklist's 
10 items (included in the Needs Survey's essential items) is useful for 
predicting the incidence of Needed Support/Long-Term Care certification.  

Jpn J Public Health, 
64 (5): 246-257 

Tsuji et al. 
(2019) * 

2013-16 cohort 
(n=90,889) 

Functional 
disablity risk 
scale (revised) 

Functional 
disability 

A risk assessment scale of 0-48 was developed from the Kihon Checklist's 
10 items (included in the Needs Survey's essential items) is useful for 
predicting the incidence of Needed Support/Long-Term Care certification. 
Over 17 is one of threshold for the risk.  

Geriatrics & 
Gerontology 
International, in press 

* is from JAGES (AGES) logitudinal survey 
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WHOの目標

• “The attainment by all peoples of the highest possible 
level of health”

「すべての人々が、可能な限り最高の健康水準に到達
すること」

• “Health is a state of complete physical, mental and social 
well-being and not merely the absence of disease or 
infirmity”

「健康とは、 身体的・精神的・社会的に完全に良好な状
態であり、単に病気でないとか、虚弱でないということで
はない 」

保健システムの根本的課題

• 必要な保健医療サービス（薬品や機器も含む）が
提供されていない

• 人や地域によって受けられるサービスの内容や
質に格差がある

• 保健医療費の患者負担率が高い（困窮や受診
の回避を招く）
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人口のカバレッジ：
すべての人が公平にサービスを受けられているか？

サービスの
カバレッジ：

必要なサービスが十分
に提供されているか？

経済的保護：
患者の

自己負担額を
極力抑えられ
ているか？サービス

の拡充患者の自己負担割合・額の削減

誰も取り
残さない

カバレッジの
メカニズム

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

• 目標３．あらゆる年齢のすべての人の健康的な
生活を確保し、福祉を推進する

• ターゲット３．８ ＵＨＣを達成することで、すべての人
に経済的なリスクからの保護、質のよい必須保健医
療サービスへのアクセス、および安全、効果的、高品
質で手ごろな必須医薬品とワクチンへのアクセスを確
保する。
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4

高齢化による
ＵＨＣの見直しの必要性

人口のカバレッジ：
すべての人が公平にサービスを受けられているか？

サービスの
カバレッジ：

必要なサービスが十分
に提供されているか？

経済的保護：
患者の

自己負担額を
極力抑えられ
ているか？サービス

の拡充患者の自己負担割合・額の削減

誰も取り
残さない

カバレッジの
メカニズム

高齢者にとっ
て必要なサー
ビス、医薬品、
機器とは？

高齢者の保
健医療関連
費用の全体
像とは？

高齢者にお
ける健康格
差は？他の
年齢層への
影響は？

保健医療シス
テムの財政的
持続可能性

は？

地球規模の人口高齢化

20152020202520302035204020452050
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高齢化と健康に関するワールド・レポート
(2015)

http://www.who.int/ageing

レポート全文： 英語とスペイン語

要旨： アラビア語、中国語、英語、フランス語、

日本語、ポルトガル語、ロシア語、スペイン語

Healthy Ageing

健康な高齢化（Healthy Ageing）とは、

高齢期における福祉（wellbeing）の

実現を可能にするような

機能（functional ability）を

発達、維持するプロセスのことである
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健康な高齢化にかかわる要素

内在的能力

機能的能力

環境

個人的（社会）特性

遺伝的特性

健康上の特性

健康な高齢化のための公衆衛生学的枠組み

高く安定した能力・機能 能力・機能の低下 能力・機能の顕著な喪失

保健医療 予防、早期発見、治療、症
状管理 機能回復、維持 進行した症状の管理

支援、介護 機能向上に資する行動の継続を支援
個人の尊厳の維持

環境 健康および機能向上に資する行動の促進
社会参加の促進、喪失した機能の補完

11
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高齢化と健康に関する
世界戦略と行動計画 2016–2020

• WHO 第69回世界保健総会決議：議題69.3

• http://kyokuhp.ncgm.go.jp/who69_web2.pdf

13

目的（Goals）

• 人々の機能的能力を最大限引き出すために、
エビデンスにもとづいた介入を、すべての人に
届くような形で、この５年間、実施する。

• 2020年から2030年にかけて「健康な高齢化の
１０年」（Decade of Healthy Ageing）を実践する

のに必要なエビデンスやパートナーシップを
2020年までに構築する。

13
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５つの戦略目標

• すべての国が健康な高齢化の実現に向けて取り組む

• 高齢化に適したエイジフレンドリーな環境をつくる

• 高齢者のニーズに保健医療システムを適合させる

• 在宅、地域、施設等において長期的なケアを持続的
にかつ公平に提供できるシステムを築く

• 健康な高齢化に関する測定、モニタリング、研究を強
化する

Source: http://www.who.int/ageing/commit-action/measuring-progress/indicators-4.pdf

2018 中間評価：
年齢差別の禁止・撤廃に関する法制や施行戦略が
ある国

15
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Source: http://www.who.int/ageing/commit-action/measuring-progress/indicators-6.pdf

2018 中間評価：
エイジフレンドリーな環境づくりに関する国の事業・取組
がある国

Source: http://www.who.int/ageing/commit-action/measuring-progress/indicators-8.pdf

2018 中間評価：
長期ケア（介護）に関する国家政策がある国

17
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2018 中間評価：
高齢者の健康状態とニーズに関する、国レベルで
代表性のある縦断データが公開されている国

Source: http://www.who.int/ageing/commit-action/measuring-progress/indicators-10.pdf

2018 中間評価：
高齢者の健康状態とニーズに関する、国レベルで
代表性のある、匿名化された、２０１０年以降の横
断データが公開されている国

Source: http://www.who.int/ageing/commit-action/measuring-progress/indicators-9.pdf

19
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WHO 健康開発総合研究センター
(WHO 神戸センター)

ウェブサイト
www.who.int/kobe_centre

Eメール
wkc@who.int 
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エイジズム（年齢差別）と社会的処方

齋藤順子 12、近藤尚己 1

1 .  東京大学大学院 医学系研究科

2. 国立がん研究センター 社会と健康研究センター

日本公衆衛生学会
COI 開示

東京大学大学院 国立がん研究センター
齋藤順子

東京大学大学院
近藤尚己

演題発表に関連し、開示すべき COI 関係にある
企業などはありません。

1
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本日のアウトライン

世界から学ぶべき高齢化の国際的動向

 エイジズム（年齢差別）

 感覚機能障害

 社会的処方

エイジズム（年齢差別）とは

「高齢であることを理由とした体系的な

ステレオタイプ化と差別のプロセス」 (1969)

年齢差別の撲滅 (combat ageism)

「Global strategy and action plan on ageing and health」 10の優先事項

2016年 WHO国際高齢者デーのテーマ

by Robert Butler
• 高齢者はみんなおんなじだ

• 加齢は良い人生における「障害」であり、打

ち勝たなければならない

• 年をとれば、健康は損なわれる

• 高齢者は保健システムや経済の金食い虫

である

世界価値観調査（2016）
57か国、8万3000人 調査

回答者の60％

高齢者は「尊重されていない」

(World Value Survey, 2016)

3
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エイジズム（年齢差別）がもたらす影響

 高齢者自身にエイジズムが内在化

⇒ 抑うつ症状↑、社会的孤立↑、機能障害からの回復↓、寿命↓

 高齢者虐待の要因

 政策や医療にも影響

（社会的資源の分配対象やデータ収集の対象者から除外するなど）

エイジズムと戦うには、加齢に対する新たな理解を世の中に確立し、

人々の意識、規範を変えていくことが必要。そして、それは可能！！

(Levy、2002)

(Officer, 2016; Cherubini, 2010)

定年退職制度とエイジズム（年齢差別）
各国の年齢差別禁止法

(海外情勢報告 厚生労働省,2007)

5
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原付以上運転者（第1当事者）の年齢層別
免許保有者10万人当たり交通事故件数の推移

「16～19歳」が傑出

次に「20～29歳」

3番目に「80歳以上」

70代は他の年代と

大差なし

高齢ドライバーによる

交通事故は増えている？

高齢ドライバーとエイジズム（年齢差別）

（平成29年中の交通事故の発生状況. 警察庁交通局, 2018）

高齢者ドライバーとエイジズム（年齢差別）

 認知症高齢者による交通事故

 75歳以上ドライバーに臨時の認知機能検査の義務付け

 免許の返納によって生活の足が奪われる／自尊心が低下する

 安心して自ら免許を手放せる環境作り

公共交通機関の利用補助券、オンデマンド交通

免許センターに看護師・保健師を設置する取り組み（西日本）

 運転したい、運転が必要な高齢者には免許を維持できる環境作り

条件付き運転免許（オーストラリア）、サポカー（安全運転サポ―ト車）

7
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エイジズム（年齢差別）をどう解消するか？

 加齢に関する知識と理解を増やすための広報キャンペーン

 年齢に基づく差別を法律で規制

 加齢に関するバランスの取れた視点が反映された報道

(Officer A, 2018)

高齢者の視力・聴力障害

 高齢者の視力・聴力障害の特徴
１．日常生活に不安や不便さを抱えながら生活する

→ 社会参加の場から遠ざかる、趣味をあきらめる、抑うつ傾向

→ 認知症発症リスクが高まる可能性（老人性難聴）

２．ロービジョンへの積極的な動機が低い

３．高齢者だけの世帯の増加による支援者の不在

 高齢者の視力・聴力障害のケア
本人のゴールを把握し、現在の機能とのギャップを可能な限り小さくする

例：眼鏡、補助具の導入、環境整備（照明の調整）、生活訓練など

→ ロービジョンケアの介入で、社会的役割のQOL改善

9
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ICOPE
（地域における高齢者の統合ケアのためのガイドライン）

内在的能力向上のための社会的処方の可能性

Healthy Ageingの実現のため

高齢者が持つ「内在的能力」を底上げするケア

⇒ 地域活動や地域組織が果たす役割が重要

⇒ 病院と地域が連携する必要性

その連携の手段の一つとして。。。

11
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英国の社会的処方の仕組み

社会的課題の診断
社会的処方患者

医療機関

地域
活動

就業
支援

教養

第三者機関
地域資源

外来受診、入院
や救急外来受診、
孤立が減少

Karen Steadman, Social Prescribing: a pathway to work? より引用、翻訳
http://stats.learningandwork.org.uk/events_presentations/IntoWork2017/presentations/10KSteadman.pdf

健康は多重レベルの要因で決定される

近藤尚己. 健康格差対策の進め方：効果をもたらす5つの視点. 東京: 医学書院; 2016.
日本プライマリケア連合学会 健康格差に対する見解と行動指針

電子カルテにSDHの項目を
取り入れた例

13
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社会資源の例

Wilson 2015, Dixon 2016, Mackenzie2017より引用・翻訳
東京大学 西岡大輔氏提供

趣味・運動
生活改善

芸術活動・運動などの習い事 釣り

読書会・自己啓発 ジム

ガーデニング 健康ウォーキング

編み物・おしゃべりクラブ サイクリング

チームスポーツ 水泳・アクアセラピー

パソコントレーニング 体操・ダンス教室

地域教育チームの結成 交通整理と交通案内

支援

法律相談や法的アドバイス グループ・ボランティア活動

友人・仲間づくり 自助グループ

経済援助 時間貯蓄 Ｔｉｍｅ Ｂａｎｋｓ

就労援助 相互援助

社会的処方を検討する際の日本の実情

（厚生労働省）

1. 保健師、ソーシャルワーカー、ケアマネなどは社会的課題を解決する専門家

2. 医療機関にいる医療ソーシャルワーカーはまさに医療と地域のつなぎ役

3. 医療機関は地域資源の一部だが、地域との連携は必ずしも十分ではない

15
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日本での社会的処方の可能性

・地域連携室
・地域包括支援センター
・社会福祉協議会
・保健所
・市町村保健センター
・医師会 など
→地域資源の見える化と有機的な連携の仕組みづくり

種々の社会資源
• 公的支援

• 社会保障制度の紹介
や申請支援

• コミュニティ資源紹介

社会背景
診断

社会資源
提供

社会的
処方

医療機関
診療現場で患者の
社会的課題の診断
（貧困・孤立等）

東京大学 西岡大輔氏提供スライド 一部改変

◦ 医療機関（MSW含む）と地域機関との有機的な連携の仕組み作りが大切

◦ 社会的処方の運用プロセスの標準化

◦ 社会背景診断ツールの開発

◦ 活動の効果評価

◦ 実践へのインセンティブ等の活用の検討

まとめ

謝辞：本発表の一部スライド提供、および社会的処方について多大なる助言をいただい
た東京大学大学院博士課程の西岡大輔氏に心から御礼申し上げます。

 国際的には、エイジズム（年齢差別）は第3の差別として広く議論されて
いるが、日本はまだ出遅れている

 まずはエイジズムの存在を認識し、日本国内での加齢に対する人々の
意識、規範を変えていくことが必要

 Healthy Ageingでは、高齢者の疾病や障害そのものではなく、それらを
抱えながら生きる高齢者の日常生活を支える視点が大切

 視力や聴力など高齢者のQOLに大きな影響を与える障害へのケアも
重要

 社会的処方もHealthy Ageingの実現の手段の一つとして注目される

 一方で、社会的処方という先進的な仕組みをそのまま取り入れるので
はなく、すでに日本で機能している地域連携の仕組みの中で、よりよい包
括的なケアの提供を考えることが大切

17
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日本と世界での
認知症にやさしい

まちづくりの取り組み

浜松医科大学医学部健康社会医学講座

尾 島 俊 之

2018.10.25
日本公衆衛生学会

1

日本公衆衛生学会
COI 開示

浜松医科大学健康社会医学講座
尾 島 俊 之

演題発表に関連し、開示すべき COI 関係にある
企業などはありません。

2

1

2
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本日の内容

• 認知症の予防対策

• 認知症対策の歴史

• 日本における取り組み

• 海外における取り組み

• PDCAと評価

• まとめ
3

http://diamond.jp/articles/-/105317
4

3

4
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認知症の約35％は９個の要因による

5

認知症の９個の要因

(1) 教育

(2) 高血圧

(3) 肥満

(4) 難聴

(5) うつ

(6) 糖尿病

(7) 運動不足

(8) 喫煙

(9) 社会的孤立

6

5

6
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認知症・軽度認知障害（MCI）の有病率
（男女計）

2.9 4.1 
13.6 21.8 

41.4 
61.0 

79.5 

8.4 12.4 

16.1 

22.9 

19.0 

15.4 

12.7 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

65- 70- 75- 80- 85- 90- 95-

認知症 ＭＣＩ 年齢

％

（平成24年度朝田班報告書より計算）7

３種類の認知症予防

• １次予防

–認知症にならない

• ２次予防

–軽い認知症になっても、重くならない

• ３次予防

–認知症になっても、幸せに暮らせる
8

7

8
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本日の内容

• 認知症の予防対策

• 認知症対策の歴史

• 日本における取り組み

• 海外における取り組み

• PDCAと評価

• まとめ
9

認知症対策の歴史

1906年 アルツハイマー病報告

1950年 国際老年学協会 (IAGG) 発足

1959年 日本老年医学会、

日本老年社会科学会発足

1963年 老人福祉法制定

– 特別養護老人ホームなどが制度化

1972年 小説『恍惚の人』（有吉佐和子著）出版

– 翌年、映画化 → 認知症対策が本格化

10

9
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認知症対策の歴史（続き）

1980年 現在の「認知症の人と家族の会」発足

1982年 現在の「日本認知症学会」発足

1984年 国際アルツハイマー病協会(ADI)発足

1986年 厚生省痴呆性老人対策本部設置

2001年 大牟田市での認知症対策始まる

（「認知症にやさしいまち」の先進地）

2001年 Dementia Friendly Community (DFC) Guide

(Scotland、イギリス)

2004年 日本公衆衛生学会で山口県大和町の発表

「痴呆予防に優しいまちづくり報告」 11

12

11
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2005年 認知症サポーターキャラバン開始

http://www.bando-shakyo.jp/index2.html

初年度 3万人養成

2009年 100万人突破

2018年3月 1,000万人突破

13

本日の内容

• 認知症の予防対策

• 認知症対策の歴史

• 日本における取り組み

• 海外における取り組み

• PDCAと評価

• まとめ
14

13
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http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/appContents/wamnet_orangeplan_explain.html

2015年

15

手軽に認知症を学べるゲームの開発

ゲーム感覚で学ぶ認知症学習アプ
リを開発しました。

学内だけでなく、アピタや様々な
イベントでも実施し、200人以上
の方に触ってもらえました。
新しいゲームも開発中･･･

・2013年度デジタルコンテンツコンテスト
マルチメディア部門・最優秀賞

・2014年度デジタルコンテンツコンテスト
マルチメディア部門・奨励賞日本福祉大学 斉藤雅茂先生提供スライド

16

15
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http://www.glocom.ac.jp/news/973
17

まちづくりのヒント

1．取り組みの成長エンジンは、認知症の人の
参加

２．成功の鍵は、セクターを超えて、お互いが得
する仕組み

３．現場初の発想転換 知識から体験へ

18
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18



- 10 -

認知症にやさしいまちづくり条例
2017大府市、2018神戸市 ・・・

http://www.city.obu.aichi.jp/cmsfiles/contents/0000026/26241/291226_jyourei_27.pdf
19

本日の内容

• 認知症の予防対策

• 認知症対策の歴史

• 日本における取り組み

• 海外における取り組み

• PDCAと評価

• まとめ
20

19

20



- 11 -

認知症にやさしい地域の定義

• 認知症の人が、理解され、尊重され、支援さ
れ、自信を持って地域生活に貢献できる地域

3つの視点

• 過程、人、場所

21

8つの実施領域

• 芸術、文化、余暇、レクリエーション

• 仕事や商店

• 子供、若者、学生

• 地域、ボランティア、宗教のグループや
団体

• 消防や警察

• 健康や福祉ケア

• 住宅

• 交通
22

21
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http://www.who.int/mental_health/neurology/dementia/en/

WHO
認知症計画の
ためのガイド

23

認知症行動計画の7つの領域

優先順位
づけ

啓発、認知症に
やさしいまちづくり

リスク
の低減

診断、治療、
ケア

介護者の
支援

情報
システム

研究、
革新

24

23
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本日の内容

• 認知症の予防対策

• 認知症対策の歴史

• 日本における取り組み

• 海外における取り組み

• PDCAと評価

• まとめ
25

PDCAサイクル

https://ja.wikipedia.org/wiki/PDCA%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%82%AF%E3%83%AB

計画 実行

評価
改善

26
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27

世界保健機関（WHO）の高齢者にやさしいまち指標

Age Friendly Cities (AFC)

WHO, 2007 WHO, 2015 28

27

28
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「高齢者にやさしいまち」 の主な要素「高齢者にやさしいまち」 の主な要素

市民参加・
雇用

市民参加・
雇用

尊敬・
社会的包摂

尊敬・
社会的包摂

公共スペース・建物公共スペース・建物 住宅住宅

交通機関交通機関
医療・保健・
福祉サービス
医療・保健・
福祉サービス

社会参加社会参加

コミュニケーション・

情報
コミュニケーション・

情報

+ 認知症の人(と介護者)にやさしいまち+ 認知症の人(と介護者)にやさしいまち

理解理解 共生共生 受援力受援力
29

認知症の理解に関する指標

Ｑ．認知症の人の大声や暴力、歩き回る
などの行動は、必要なことが満たされない
時に起きると思いますか。

Ｑ．認知症の人は、記憶力が低下し判断
することができないので、日々の生活をこ
ちらで決めてあげる必要があると思いま
すか。

30

29

30
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共生に関する指標

Ｑ．認知症の人も地域活動に役割をもって
参加した方が良いと思いますか。

Ｑ．自分が認知症になったら、周りの人に
助けてもらいながら自宅での生活を続け
たいと思いますか。

31

受援力に関する指標

Ｑ．家族が認知症になったら、協力を得るため
に近所の人や知人などにも知っておいてほしい
と思いますか。

Ｑ．悩みがあるときやストレスを感じたときに、
誰かに相談したり助けを求めたりすることは恥
ずかしいことだと思いますか。

32

31

32
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役割をもって参加

33

受援力「悩みがあるときやストレスを感じたときに、
誰かに相談したり助けを求めたりすることは

恥ずかしいことだと思いますか」

7.7 

6.6 

3.0 

2.1 

0 2 4 6 8 10

恥ずかしい

恥ずかしくない

恥ずかしい

恥ずかしくない

非低下群

平均ＧＤＳ（抑うつ度）スコア

認知機能低下群

P=0.008

P<0.001

尾島俊之、他．日本循環器病予防学会 2018年6月22～23日
34

33

34



- 18 -

認知症の理解と相談は恥ずかしくない
（ρ=0.411、p=0.01）

0.984

1.004

1.028

0.95

1

1.05

低（<0.998） 中（0.998-） 高（1.124-）

P=0.046

35

ボランティア活動参加割合と
役割を持って参加すべきと考える割合

49.3 

53.1 
55.0 

40

45

50

55

60

低い 中等度 高い

参
加
す
べ
き

(%
)

(23.3%) (25.7%)

差：5.7%

ボランティア活動参加割合（市町村単位）

36

35

36
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認知症サポーター講座開催回数（人口１万対）と
「地域で大切にされている」と感じている高齢者の割合

38.2 

41.1 

49.5 

30

35

40

45

50

低（＜17回） 中（17回≦） 高（30回≦）

p<0.001%

37

本日の内容

• 認知症の予防対策

• 認知症対策の歴史

• 日本における取り組み

• 海外における取り組み

• PDCAと評価

• まとめ
38

37

38
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まとめ

• 認知症にならない予防とともに、認知症にな
っても幸せに暮らせる地域づくりが重要

• 国内、国外で、認知症にやさしい地域づくりの
取り組みが実施

• その取り組みを評価しながら、推進していくこ
とが必要

39

39
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世界に貢献できる
日本の地域包括ケアの取り組み

2018年10月
第77回日本公衆衛生学会総会

斉藤 雅茂

日本福祉大学社会福祉学部

本発表内容に関連し、発表者に開示すべき
COI関係にある企業などはございません

1

インテリジェンスバリューコーポレーション（2018）「外国人介護人材の適切な受入に資する海外での介護サービス等の実態等に関する調査
研究事業（厚労省生活困窮者就労準備事業等補助金）」より

総人口 平均寿命 高齢化率
備 考

2015 2015 2015 2050

フィリピン 1.0億人 68.5歳 4.6% 9.7%
高齢者の1/3が貧困。施設サービ
スの普及してない。家族介護主流。

モンゴル 312万人 69.6歳 3.7% 11.0% 施設は身寄りない高齢者が原則。
訪問サービスの対象は貧困層。

カンボジア 1,560万人 68.7歳 4.1% 11.7% 高齢者の８割が農村部。施設
サービスはホームレス向け。

ネパール 2,850万人 69.2歳 5.5% 14.7%
高齢者の85%が農村部。2014年
にユニバーサルヘルスケア制度

ミャンマー 5,390万人 66.6歳 5.4% 16.1%
2014年に高齢者に関する5カ年計
画、高齢者への年金が開始。

ベトナム 9,340万人 76.0歳 6.7% 20.7% 高齢者の７割が農村部に在住、４
割が健康保健カード未所持。

中 国 13.8億人 76.1歳 9.6% 26.7%
2017年より上海版介護保険制度
が実施。

インドネシア 2.6億人 69.1歳 5.1% 27.4%
2002年に憲法改正。2015年に労
働社会保障制度が実施。

タ イ 6,800万人 74.9歳 10.6% 27.4%
高齢者の34%が貧困状態。2016
年から厚生年金制度等が計画。

日 本 1.2億人 85歳 26.7% 37.8%

アジア諸国における高齢化の動向

2

1

2
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インテリジェンスバリューコーポレーション（2018）「外国人介護人材の適切な受入に資する海外での介護サービス等の実態等に関する調査
研究事業（厚労省生活困窮者就労準備事業等補助金）」より

日本の介護のあゆみと実践のポイント集

ポイント集では介護の考え方と
高齢者の生活支援が強調
✔対象者一人ひとりのライフコース
を尊重した介護

✔自立を支援する介護
✔社会とのつながりをつくり、人生
を豊かにする介護

12のコラム付き。英語版あり。
ex.介護保険制度の特徴、

介護人材のキャリアパス、
身体拘束ゼロにむけて
「おむつ論争」、など

国内では「当たり前」とも
言えることも発信することの意義

3

平成28年3月 地域包括ケア研究会報告書より
4

3

4
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健康長寿(介護予防)にむけた社会的要因のエビデンス

①公私のプラットフォームづくり

②計画づくりとアクションの支援

③健康長寿に関わる質の高い
グローバルデータの収集

④高齢者の現在と将来のニーズ
に関する調査研究の推進

⑤保健医療制度の調整

⑥介護制度の財源確保

⑦保健医療福祉に携わる人的資源の確保

⑧エイジズムへの対応

⑨健康長寿の機会費用の解明

⑩高齢者に優しい地域づくりの強化

10 priorities towards a decade of healthy ageing
(WHO 2017)

5

社会関係と死亡との関連を扱った148論文のメタ分析
（Holt‐Lunstad et al. 2010）

社会関係が豊かな人々は1.5倍程度、早期死亡に至りにくい。
喫煙と同程度の影響力の可能性あり。

Holt‐Lunstad et al. (2010) PLoS Med 7(7): e1000316.
6

5

6
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7

専門職・住民向けのエビデンス集の作成

 論文で得られた主要な知
見や先進的な取り組み等
をグラフにして１枚に要約。

 地域づくりによる介護予防
にむけて、「共通認識の形
成期」「運営主体の形成
期」「評価期」を想定し、49
枚を公開中（2018年6月時点）

 各スライドにはスライドのポ
イントと、聴衆への問いか
け例などをメモに掲載。

 英語版は準備中

https://www.jages.net/
8

7

8
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9

生活支援・介護予防の事業評価の課題

高齢者の社会的孤立対策に関する事業が

 利用実績が低調；適切にニーズが把握されていない

・ある市町村では、安心生活創造
事業の利用者数が3人

・地域商業活性化補助事業による
買物代行サービスの目標達成率
は0.9%

 事業の目標が未設定

・調査対象の75機関のうち、
57.3%が当初から目標を設定し

ておらず、効果も検討できない

総務省は行政機関への勧告を発表 (2013年4月)

10

9

10
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《高齢者の孤立・孤独軽減の主なプログラム》

①各種の趣味活動・パーティー

②生活雑事の訪問支援

③情緒的な相談支援／電話相談

④(低価格の)配食サービス

⑤保健福祉サービスの利用案内

⑥身体活動・エクササイズ

⑦移動支援

⑧お料理教室

日本でも同様のプログラムが存在する
（海外をみれば画期的な何かがあるわけではなさそう）

イギリスにおける高齢者の社会的孤立・孤独軽減にむけた
12プロジェクトのスタッフへのヒアリング調査（Cattan 2010)

11

プログラム評価に必要な情報・データ

地域づくりによる介護予防進め方ガイド2015年度版より

12

11

12
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社協データと調査データを結合できた428名（見守りあり=116名）を分析

どういう独居者が見守られているのか？
オッズ
比

(95%CI) 集団寄与
危険度

未充足数
推計

（95%CI）

性 別 男 性（ref.=女性） 0.54**  (0.34 ‐ 0.86) 12.4% 371
(322 ‐ 422)

教育年数 10年未満（ref.=10年以上） 0.89    (0.59 ‐ 1.33) － －
婚姻状態 離別・未婚（ref.=死別） 0.51**  (0.32 ‐ 0.83) 12.1% 329

(283 ‐ 377)

等価所得 200万円未満（ref.=200万以上） 0.90    (0.58 ‐ 1.42) － －
居住年数 10年未満（ref.=30年以上） 0.54*   (0.32 ‐ 0.91) 8.9% 122

(97 ‐ 152)

10～30年未満
0.30**  (0.14 ‐ 0.62) 9.2% 198

(166 ‐ 233)

住宅種類 民間賃貸住宅（ref.=持ち家） 0.23**  (0.10 ‐ 0.53) 9.7% 134
(106 ‐ 165)

公営・公社・公団 0.89    (0.47 ‐ 1.68) － －
友人等
交流頻度

週１回未満（ref.=週１回以上） 0.65*   (0.42 ‐ 0.99) 11.7% 431
(383 ‐ 481)

健康度
自己評価

よくない（ref.=よい） 1.00    (0.61 ‐ 1.64) － －

抑うつ傾向あ り（ref.=なし） 0.87    (0.55 ‐ 1.41)

斉藤雅茂ほか (2017) 社会福祉研究 (鉄道弘済会) 129号
社協データと調査データを結合できた428名（見守りあり=116名）
を分析したもの

見守りが届くべき人に届いていない可能性あり
実践記録(名簿)×調査データに基づく評価事例

13

所得区分別のサロン参加者割合

住⺠主体のサロンでは低所得者の参加が多い
実践記録(名簿)×介護保険賦課データに基づく評価事例

14

13

14
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サロン参加群で要介護認定率が低い
実践記録(名簿)×調査データ×認定データに基づく評価事例

15

ref.

‐3.2† ‐2.8†
‐3.6**

ref.

‐3.5

‐2.2
‐3.5*

30.8 

28.0 

21.7 
19.5 

0

5
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35

まったくない 年に数回 月に１、２回 週に１回以上

趣味の会参加頻度による相違

OLS IPW with MI 死亡率

(十万円)

Saito M et al. (2018) 投稿中

OLSは、2006年時点の性別・年齢・治療疾患の有無、修学年数、等価所得、婚姻状態、世帯構成、健康度自己評価を調整。不明はダ
ミー変数にして投入。

IPWwithMIは、同変数の欠損値を多重代入法で補完後、各社会参加頻度への該当しやすさを推定し、その逆数を調整したもの。

(%)

ref.

2.5

‐3.3
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‐6.1***

29.1 

18.7 
16.1 

18.6 
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まったくない 年に数回 月に１、２回 週に１回以上

スポーツの会参加頻度による相違

OLS IPW with MI 死亡率
(十万円) (%)

調査データ×要介護認定／介護給付データに基づく評価事例

週１回以上、趣味やスポーツの会に参加した高齢者の
間では、11年間で30〜50万円/人程度、介護費が低い

16

15

16
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地域間格差と地域診断の試み

地域の社会関係の豊かさと健康との関連；地域相関分析

17

地域診断システム(JAGES HEART)の開発

本システム活用のための研修会も実施

18

17

18
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Ｍ市Ａ地区介護予防事業｢お寄りまっせ｣に至る経過

AMED研究班「地域づくりによる介護予防を推進するための研究(27410101)」より

19

KDBシステムに基づく地域診断の試み
～知多地区保健師グループ学習会より～

週３回以上朝食を抜く人の割合

伊藤美智氏(南知多町役場厚生部保健師)提供
20

19

20
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まとめ

 高齢化率だけでなく、介護の考え方や生活支援という
視点など国内では当たり前であることも国際的には発
信する意義がある。

 介護予防(健康長寿)に関しては、個人・地域単位の社
会関係の保護的な効果を示唆する研究が蓄積されつ
つある。JAGESプロジェクトでは、地域づくりによる介護
予防を進めるためのエビデンス集を公開中。

 生活支援・介護予防プログラムそのものは多様に展開
されているが、その評価のためには、名簿管理を含め
たベースラインの情報収集が必須（延べ人数では不十分）。

 重点対象地域やローカルの課題発見のためには「地
域診断」が有効。地図にして「見える化」することで専門
職・住民間での課題共有が進む可能性あり。 21

 高齢者を対象にした「健康の社会的決定要因」を解明す
る社会疫学研究の推進。介護予防政策の総合的なベン
チマーク・システムの開発と地域介入の評価研究。

 ３年ごとに自治体と
共同して要介護認定
を受けていない高齢
者への大規模な質問
紙調査。2016年は約
19万人分を回収。

 公衆衛生学、作業療
法学、社会心理学、
地理学など学際研究

日本の高齢者を対象にした大規模縦断研究の知見

JAGES(Japan Gerontological Evaluation Study)調査の経過

22

21

22
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